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【凡 例】 

1. 本書の各所で言及される年月日は，各文書が刊行された時点における年月を

示している．

2. 原著においてイニシャルを用いて表記されている人物名に関しては，出来る限

り，正式名称で記載している．なお，日本語での表示の多くは，先行研究に従

っている．

3. 本文コラムに記載されている人物を，重要人物年表として整理している．
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【読者の皆様へ】 

皆様に，もうすぐ 200周年を迎えるロシアの統計の歴史を，概要にてご紹介いた

します． 

ロシアの統計は，すでに 18 世紀に，実生活への社会的・経済的認識を調査す

る有効な手段として登場しました．しかし，実際にその基礎が敷かれたのは，皇帝ア

レクサンドル一世によってであり，19 世紀の初めに入ってからのことでした．19 世紀

前半のロシアのもっとも偉大な統計学者ドミートリー・ペトローヴィチ・ジュラフスキー

は，国家のみが最も完全で体系的な情報を収集出来るのであり，また国家だけが

それらの情報を（［訳注］：国家全体の）進歩のために十分に管理出来るものと考え

ていました．また追記しておきたいことは，社会生活をあらゆる側面から改革しようと

いう時期ごとに，国家が統計へと寄せる関心が強まったということです．なぜなら統

計は，過去の分析を通して現在を記述し，未来を予測することが出来る科学と行政

の双方にかかわっているからです． 

この 2 世紀の間におけるロシアの統計の発展の道のりは厳しいものでした．ロシ

アが経験した社会的転換が統計を形成し，またそれをれっきとした学問に変えてき

ました．一方，統計はロシア経済の改革を行う上で一定の貢献を成してきたのです． 

今やロシアは，市場経済を形作り発展させる時代に突入しました．これまでの歴

史的経験から，全国規模の情報基盤を構築するにあたり，国家統計の統合機能が

大幅に強化されていくことがはっきりと予想されます．一方でこのことが示すのは，ロ

シア国家統計がもはや非常に近い将来に社会的・経済的進歩を管理し，ロシアの

国家体制を強化させ，ロシアの全ての地域にある潜在能力を伸ばし，ロシア人の生

活水準や福祉をよりよきものにしていく手段となるはずであろう，ということです． 

1996年 8月 ロシア連邦国家統計委員会委員長 ユーリー・ユルコフ
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【訳者はしがき】 

本書は Госкомстат России, Российская государственная статистика 1802

－1996, Москва: Издатцентр, 1996の全訳である．訳者らは 2007年 3月（雲・志

田）或いは 2007年 4月（森永）より一橋大学経済研究所「アジア長期経済統計プロ

ジェクト」「21 世紀 COE 社会科学の統計分析拠点構築」の一部を構成する「ロシア

長期経済統計」班の一員として人口統計等の整備を開始した．最初の成果は 3 月

末から 9月末までの実質 6ヶ月でまとめあげ，雲和広・森永貴子・志田仁完著「ロシ

アの長期人口統計」『経済研究』，第 59巻第 1号，2008年 1月として刊行した． 

この際，ロシア帝国の統計作成手法をレビューするに当たって，帝国内務省統

計委員会の刊行物と共に，極めて有用であったのがロシアにおける統計組織の変

遷を概説した本書であった1．そこでその邦訳を供することの意義を確信した次第で

ある． 

既に原書は刊行から 20 年程が経過しており，また 2013 年には原書を刊行した

ロシア国家統計委員会（Госкомстат России）の改組されたものであるロシア連邦

統計局（Росстат）から，2011 年までの情報を追加した История Российской 

государственной статистики, 1811－2011, Москва: Статистика Россииが刊

行されている．しかしながら，この 2013年刊行の書籍とは異なって歴史的叙述が 18

世紀から始まり，またロシア帝国時代の史料をも多数含む形となっている原書の意

義は損なわれていない． 

実を言えば，原書の翻訳は，その粗訳を 2008年の段階で終えていた．その翻訳

は上記の論文「ロシアの長期人口統計」の作成と並行して進め，他の多様な分野の

統計を包括したプロジェクト全体の成果物としての刊行物『ロシア長期経済統計』の

1 原著は，ロシア国家統計局ウェブサイトで閲覧可能である（アクセス日：2015年 3月 24日．た

だし，法律文書などの複製物は提示されておらず，それは印刷版にのみ収録されている．本訳

書はそのすべてを掲載した．）：

http://www.gks.ru/wps/wcm/connect/rosstat_main/rosstat/ru/about/history/. 

http://www.gks.ru/wps/wcm/connect/rosstat_main/rosstat/ru/about/history/
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ために準備したものであった．しかしながら，プロジェクト全体の完成が大幅に遅れ，

そのため本翻訳の作業も粗訳の段階に留まっていたのである．このたび，ようやくプ

ロジェクト全体の目処が立ったため，それにあわせて本書の翻訳も完成させることと

した次第である． 

ロシア連邦国家統計局（Росстат）の V．Sokolin副議長（2007年当時）は訳者ら

の要望を快諾して下さった．また Sokolin 副議長との交渉に当たっては，Sokolin

副議長と個人的な交友関係をお持ちでありかつ「ロシア長期経済統計」班の統括

者である久保庭眞彰・一橋大学名誉教授に多大なご助力を戴いた．ここに明記し

深謝申し上げる次第である． 

本書訳者（森永貴子・志田仁完・神竹喜重子・雲）を代表して 

雲和広 

2015年 7月 盛夏のウクライナ・キエフにて 
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原書の本文に対して，修正を行っている．それは次の通りである： 

 

・ 1996 年以降の統計制度の改変に関して．ロススタット・ウェブサイト情報に従い，

1996年以降の年表を追加している． 

・ 便宜上，原著の各章に，番号（第 1章，第 2章，，，）を打っている． 

・ 構成を変更し，最後に掲載される年表を前に持ってきている．また，コラムで言

及される人物は統計局長の一覧と同じなので，それらを人物年表として整理し

た． 

・ より理解を容易にし，また日本語で補完出来る情報を補うため，日本語版独自

の訳注を多数追加した．  
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一橋大学経済研究所 

東京都国立市中 2－1 

 

 

 

尊敬するソコーリン様， 

 

一橋大学経済研究所が貴所の書籍，『ロシアの国家統計 1802－1996 年』の全

文を日本語に翻訳することをお認め戴きたく存じます． 

私どもは，我が国のロシア経済研究者達にとって，当該書籍の翻訳は極めて有

意義であると考えております．ロシア統計の歴史に関する知識を，広く日本に知らし

めたいと存じます． 

この翻訳は，純粋に学術的な目的に関わるものであり，商業的利益に基づいて

行うものではないことを確言致します． 

 私どもの御願いをお聞き戴き，お認め下さいましたら幸いです． 

 

 

雲和広 

『ロシア長期経済統計』編集メンバー 

一橋大学経済研究所 
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ロシア連邦統計局 

107450 ロシア，モスクワ市，Myasnitskaya 通り 39 

 

 

 

2007年 10月 2日 

 

尊敬する雲和広様， 

 

書簡と，ロシアの統計とその発展の歴史に対してお寄せになった関心とに

御礼申し上げます．ロシア連邦統計局は，統計のより広範な利用に関わるど

のようなご関心も歓迎致します．私どもの刊行物である『ロシアの国家統計 

1802－1996 年』を学術的目的のために日本語に翻訳なさることに異議を差し

挟むものではございません． 

 

 

A.E.スリノフ 

ロシア連邦統計局副議長 
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【年 表】 
 

ロシアの国家統計組織の歴史的変遷（当時の暦で表記）（※） 

1802年 09月 08日 省庁に対して文書による統計報告が委任される． 

1802年 09月 19日 県知事報告書の所定形式が規定される． 

1802年 01月 11日 内務省総務部の付属組織として貴族会議（Сословие дво-

рян Департамента Министерства внутренних дел）が設置

される． 

1811年 11月 20日 警察省の中に統計部（Статистическое отделение Минис-

терства полиции）が設置される． 

1819年 11月 04日 統計部が内務省官房（Статистическое отделение Канце-

лярии Министра внутренних дел）に移管される． 

1823年 05月 12日 統計部が内務省警察部（Статистическое отделение Деп-

артамента исполнительной полиции Министерства внут-

ренних дел）の所管に入る. 

1834年 12月 20日 内務省審議会配下に統計部（Статистическое отделение 

при Совете Министра внутренних дел）が設置される． 

また，各県に県統計委員会（Губернские статистические 

комитеты）が創設される． 

1852年 12月 22日 内務省直属の組織として統計委員会（Статистический к-

омитет Министерства внутренних дел）が設置される． 

1858年 03月 04日 統計委員会が内務省付属組織として中央統計委員会



   xv    

（Центральный Статистический комитет при Министерст-

ве внутренних дел）に改組される． 

1863年 04月 30日 内務省付属組織として統計評議会と中央統計委員会

（Статистический совет и Центральный Статистический к-

омитет при Министерстве внутренних дел）が設立される． 

1918年 07月 25日 中央統計局（Центральное статистическое управление）が

設立される． 

1927年 05月 11日 ソ連中央統計局（Центральное статистическое управлен-

ие СССР）が設立される． 

1930年 01月 23日 ソ連国家計画委員会経済統計課（Экономико-статистич-

еский сектор Госплана СССР）が設置される. 

1931年 12月 17日 ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局（Центра-

льное управление народнохозяйственного учета Госплана 

СССР）へと改組される. 

1948年 08月 10日 ソ連閣僚会議付属中央統計局（Центральное статистиче-

ское управление при Совете Министров СССР）が設立さ

れる． 

1978年 07月 05日 ソ連中央統計局（Центральное статистическое управлен-

ие СССР）となる． 

1987年 07月 17日 ソ連国家統計委員会（Госкомстат СССР）に改称される． 

1991年 11月 18日 ロシア国家統計委員会（Госкомстат России）. 
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1999年 05月 25日 ロシア統計庁（Российское статистическое агентство: Росс-

татагентство）. 

1999年 12月 06日 ロシア連邦国家統計員会（ゴスコムスタット）（Государстве-

нный комитет Российской Федерации по статистике: Госк-

омстат России）へ改組される. 

2004年 03月 09日 ロシア連邦統計局（ロススタット）（Федеральная служба го-

сударственной статистики: Росстат）へと改組される. 

2008年 3月以降 ロススタットが経済開発貿易省の所管となった. 

2012年 3月以降 ロシア連邦政府がロススタットの活動を指揮している. 

（※）1996年以降の制度変遷に関して，ロススタット・ウェブサイトに基づき情報を追加した： 

http://www.gks.ru/wps/wcm/connect/rosstat_main/rosstat/ru/about/history/302

c39804bdd922d8f73bfc25c10f730． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.gks.ru/wps/wcm/connect/rosstat_main/rosstat/ru/about/history/302c39804bdd922d8f73bfc25c10f730
http://www.gks.ru/wps/wcm/connect/rosstat_main/rosstat/ru/about/history/302c39804bdd922d8f73bfc25c10f730
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ロシアの国家統計機関に関係する重要人物年表（※） 

カルル・フョードロヴィチ・ゲルマン： 警察省統計局長（1811－1819 年），内務省統

計局長（1819－1834年）．ロシアの経済学者・統計学者． 

コンスタンチン・イヴァノヴィチ・アルセーニエフ： 1834－1853 年において内務省審

議会付属統計局長／統計委員会委員長． 

ピョートル・ペトローヴィチ・セミョーノフ＝チャン＝シャンスキー： 内務省付属中央

統計委員会委員長（1863－1882 年）．内務省付属統計評議会議長

（1875－1896年）． 

アレクサンドル・グリゴーリエヴィチ・トロイニツキー： 内務省付属統計評議会議長

（1864－1866年）． 

アレクセイ・ボリソヴィチ・ロバノフ＝ロストフスキー： 内務省統計評議会議長（1867

－1874年）． 

ニコライ・アレクサンドロヴィチ・トロイニツキー： 内務省付属中央統計委員会委員

長（1883－1903年）． 

パーヴェル・イヴァーノヴィチ・グレゴリエフスキー： 内務省付属中央統計委員会委

員長（1911－1914年） 

ニコライ・ニコラエヴィチ・ベリャフスキー： 内務省付属中央統計委員会委員長

（1914－1917年） 

パーヴェル・イリイチ・ポポフ： ロシア・ソビエト連邦社会主義共和国中央統計局局

長（1918－1922 年）．ソ連人民委員会議附属中央統計局局長（1923－

1926年）． 
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セルゲイ・ヴラディーミロヴィチ・ミナーエフ： ソ連国家計画委員会経済統計課課長

（1930－1931年）．ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局局長

（1931年）． 

ヴァレリアン・ヴァレリアノヴィチ・オボレンスキー（N．オシンスキー）： ソ連中央統計

局長（1926－1928年）．ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局

局長（1932－1935年）． 

アダム・イヴァーノヴィチ・クラヴァリ： ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算

局局長（1935－1937年）． 

イヴァン・ドミートリエヴィチ・ヴェレメンチェフ： ソ連国家計画委員会付属中央国民

経済計算局局長（1937年）． 

イヴァン・ヴァシーリエヴィチ・サウチン： ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計

算局（1938―1940年）． 

ヴラディーミル・ニコラエヴィチ・スタロフスキー： ソ連国家計画委員会付属中央国

民経済計算局局長（1940－1948 年）．ソ連中央統計局長（1948－1975

年）． 

レフ・マルコーヴィチ・ヴォロダルスキー： ソ連中央統計局局長（1975－1985年）． 

ミハイル・アントーノヴィチ・カラリョフ： ソ連中央統計局局長（1985－1987 年）．ソ連

国家統計委員会議長（1987－1989年）． 

ヴァディム・ニキートヴィチ・キリチェンコ： ソ連国家統計委員会議長（1989－1992

年）． 

（※）上記の人物の詳細に関しては，本文のコラムの記述を参照されたい．
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第 1章 ロシア国家統計制度の歴史 

―概観― 

近代ロシアの社会と経済では劇的な変化が生じ，国家統計制度も市場経済に

適応するよう改革することが必要となった．国家統計制度の特徴とその変化の方向

性は，国家の歴史と分かちがたく結びついており，経済の課題は何か，経済をどの

ように運営していくか，ということに大きく左右されるものである． 

ロシアの国家統計制度もまた長期間に及ぶ紆余曲折を経て構築されたという歴

史を持つ．この歴史を条件づけてきたのは，ロシアの社会経済的構造の特徴，何よ

りもまず，長きにわたって温存されてきた農奴制の存在であった． 

18 世紀末において，自由な経済活動が活性化するにともない生じた経済政策

の変化は，国家統計の特徴にも表れている．すなわち，国家統計は，社会状況を

認知し，また認識する手段として有益であり，経済や社会生活の状態をより幅広く

反映する手段として取り扱われるようになったのである．この時代はまた，統計学分

野におけるいくつかの重要かつ興味深い学術的発展がみられた時期としても特徴

づけられる． 

19世紀初頭には，大規模な行政制度改革が行われた． 

行政組織の再編に伴い，統計業務の制度も変更され，県（による決算）報告の

提出が復活した．さらに，1811 年には警察省の付属組織として統計局が設立され

たことを契機に，ロシアの国家統計制度は新たな発展段階に入った．この発展段階

は 1860 年代初頭まで続き，組織と業務の両面で国家統計機関が大きな進歩を果

たした時期として特徴づけられる．また，1861年の農奴解放の改革をもたらすことに

1802 年 9 月 8 日（新暦 9 月 20 日）付けの勅令により，各省庁は統計報告文書を収集す

るように委任された．ロシアでは，まさにこの時に，新しい国家統計業務の組織構造が構築

されることになったのである． 
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なる奥深い統計研究も出現した． 

1861－1917 年におけるポスト（農奴解放）改革期は，政府統計およびゼムストヴ

ォ統計が発展したことで記憶されている時代である1．ゼムストヴォ統計家によって収

集・処理された膨大な量の統計資料は，農奴解放後の時期におけるロシア経済，と

りわけロシア農村に関して詳細に研究する際に信頼しうる基礎資料を提供している．

この時代の統計学は，徹底した理論分析を志向するものであり，このことが数理統

計学上の一般的な概念を解明する上で主導的な役割を果たしたのであった． 

ソビエト統計の初期（1917－1930年）は，特にインテンシヴに統計調査活動が行

われた時代として際立っている．すなわち，特別に組織された統計調査やサーヴェ

イが何度も実施され，『国民経済バランス』が初めて作成された時代であった．この

時代はまた，多様な意見や概念，考え方が許容されており，外国における統計研

究の成果も批判的に利用しようという時代的特性が見られた．  

しかし，その後の時代におけるソビエト統計は，1930 年代における指令的・官僚

的システムの確立や，最も優れた経済学者や統計学者にまで及んだ大粛清によっ

て，その発展を阻害されてしまった． 

この時期の統計は，分析機能を犠牲とした上で，もっぱら日常的な課題の解決・

策定や計画遂行の評価を主たる任務としていた． 

第二次世界大戦（大祖国戦争）の時期における統計の役割は，労働力や物資

に関する膨大な量の経常的な計算や，国内東部地域への生産力の再配置に関す

る課題を解決することにあった．戦後になると，統計の役割はさらに増大した．国民

経済バランスに関する業務が拡大し，インデックス法が深化し，数理経済モデルの

構築と分析への利用が広まった． 

現代において，ロシアの国家統計は，社会のニーズに応じて情報を提供すると

いう日常的な課題に対応するだけではなく，国家統計制度がどのようにして市場経

済に適したものになるかという複雑な問題にも取り組んでいる．2000 年に向けた国

家統計制度改革の基本方針は，1995年 11月に開催された全ロシア統計家大会で

                                                   

1 ［訳注］ ゼムストヴォ（земство）とは，ロシア帝政期における地方自治機関のことである． 
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のユーリー・A・ユルコフ・ロシア連邦国家統計委員会委員長（当時）の報告に示さ

れている2． 

本書では簡単にではあるが，ロシアの国家統計制度の歴史の各時代，出来事，

学派に関して，また統計学分野において特に卓越したロシアの学者や実務家を紹

介し，彼らが統計理論・方法論を発展させつつ国家統計組織の改善においてどの

ような役割を果たしてきたかを紹介している． 

本書におけるロシア国家統計史概説を準備するにあたっては，以下の人々が関

係している： イリーナ・I・エリセーエヴァ（アドバイザー： ロシア科学アカデミー・通

信会員），ヴァシーリー・M・プロスクリャコフ（筆頭著者），V・I・ウスペンスキー（副筆

頭著者），V・M・クリュチニコフ，V・Ya・ロガヴァヤ，B・G・シヴォリノフスキー，D・B・

スームキン．英訳は B・E・ゼレンコが担当した． 

本書執筆に際して，以下の資料を参照している： アーカイブの部担当者である

D・I・ラスキン・歴史学博士候補によって作成されたロシア国立歴史古文書館のレ

ファレンスガイド3； アーカイブ資料（本書ではその一部に関して写真を掲載してい

る）； ボリス・G・プロシコ，イリーナ・I・エリセーエヴァ，『統計の歴史』（Плошко, 

Б.Г., и И.И. Елисеева (1990), История статистики, Москва: Финансы и 

статитика）．  

 

 

 

 

 

                                                   

2 ［訳注］ 「連邦執行機関の制度と構造」に関する 2004年 3 月 9日付け第 314 号大統領令によ

る制度改革に伴い，ロシアの統計機関である「ロシア連邦国家統計委員会」（ゴスコムスタット）

が改組され，現行の「ロシア連邦統計局」（ロススタット）となった． 

3 ［訳注］ 「ロシア国立歴史古文書館」（Российский государственный исторический архи-

в: RGIA）所蔵のアーカイブ資料に関しては，複数のレファレンスガイド（путеводитель）が執

筆されている．その一部に関しては，下記を参照（アクセス日： 2015年 3月 31日）： 

http://www.rusarchives.ru/federal/rgia/nsa1.shtml． 

http://www.rusarchives.ru/federal/rgia/nsa1.shtml
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第 2章 ロシア統計の活動開始と組織構造 

―18世紀末－19世紀 20年代―1 

ロシアでは，1760年代から 1770年代にかけて，経済・政治・文化の諸側面にお

いて著しい進歩が生じた．エカテリーナ 2 世の治世（1762－1796 年）に「啓蒙絶対

主義」の時代が訪れたのである．領主制＝農奴制はまだ生産力の発展を阻害する

ものとはなっておらず，商工業の発展も著しく，18 世紀末には資本主義がまさに誕

生しようとしていた． 

国家の経済政策が大きく転換し，自由な経済活動を活性化する政策がとられた．

それとともに国家行政組織も再編された．1770 年代には経済参事会（［訳注］： 地

方自治機関の執行部）が解体され，1775年には地方行政改革が行われた．その結

果，県行政府が国家運営の中心的な機関となり，その一方でこれまで国家の最高

行政機関であった元老院が司法機関へと再編成された． 

これらのことすべてが，当時のロシア統計の性格を左右する影響要因となり，そ

の役割，組織形態，また活動方法に変化をもたらした，ということは言を俟たない．

この変化のなかに，統計が社会状況の認識ツールとなる特徴をもつようになったこ

とが見て取れる．すなわち，日常の狭い範囲の問題に対応することを目的とするの

ではなく，社会経済生活の状態に関する多様な統計データを獲得することを目的と

する，新しいタイプの統計活動，いわば「経験知としての統計」が誕生したのである． 

1764年以降にロシアにおいて行われたいくつかのユニークな統計活動は，その

後の統計実務上の発展とロシアにおける統計学の確立の基礎になった．そのなか

でも最重要の成果となったのが，『小ロシア総覧』（Генеральная опись Малорос-

                                                   

1 ［訳注］ 本章の訳出に当たり下記の文献を参照した： 佐藤智秋［訳］「ロシア国家統計の 150

年，ロシア連邦国家統計の 75年」『経済研究参考資料』，No. 47，1996年．アクセス日： 2015

年 3月 31日，https://www.hosei.ac.jp/toukei/shuppan/g_sanshi47_2.pdf． 

https://www.hosei.ac.jp/toukei/shuppan/g_sanshi47_2.pdf
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сии）2や『国土調査』（Генеральное межевание）3である．後者の調査統計の作

成に際しては，各県の境界の測量や地形の記録，歴史・行政・地理・経済といった

側面における地誌が記録されている． 

社会経済的発展の新しい課題の解決に向けて，国家行政組織の変革が必要と

なった．その過程において，財務記録や統計データを蓄積し，それらを包括的に分

析することが緊急の課題として提示され，またそのための調査の実施方法を改善す

る必要性が増していった．まさにこれらの切迫した必要性こそが，統計学の新たな

発展を導いたのである． 

帝政ロシアの経済に関する統計的展望を最初に行ったのはキリル・キリロヴィ

チ・キリーロフ（1689－1737 年）である．キリーロフは，元老院秘書官長でもあった人

物で，歴史・民族・経済を踏まえた『全ロシア地図』（1734 年）を作成し4，それ以降

50 年にわたりこの地図は実際に利用されていった．また，キリーロフはその著書『全

ロシア国の繁栄状態』（1927年）のなかで，元老院が収集した財務資料や統計資料，

またその加工指標を広く用いて，ロシア国家建国の父であり，皇帝であり，専制君

主であったピョートル大帝の偉業を称賛した5．同書では，1710 年に実施された各

戸別の家計調査や，1718 年に実施された第 1 回全国人口調査（ревизия）のデー

                                                   

2 ［訳注］ 「ルミャンツエフの総合古記録」（Румянцевская опись）とも称される．エカテリーナ 2

世により小ロシア県総督に任命されたピョートル・アレクサンドロビッチ・ルミャンツヘェフ＝ザド

ゥナイスキーは，税収増を主な目的として，コサックや農民等の財産状況を法的資料に基づき

調査し，一覧を作成した．ブロックハウス・エフロン百科事典（オンライン）の同項目を参照（アク

セス日： 2015年 4月 1日）： http://dic.academic.ru/contents.nsf/brokgauz_efron/． 

3 ［訳注］ ロシア帝国の支配地域の境界画定を目的として 18 世紀中盤（1765 年）に国土調査が

開始された．ブロックハウス・エフロン百科事典（オンライン）の同項目を参照． 

4 ［訳注］ Атлас Российской Империи (СПб, 1734)は，ロシアにおける最初の印刷地図出版物

である．同書の復刻版が，Атлас Всероссийской империи: Собрание карт И. К. Кирилова 

(СПб.: Альфарет)として 2008年に刊行されている．なお，キリーロフに関する日本語の記述

としては，下記を参照： 豊川浩一（2010），「ロシア帝国における植民問題の研究―ウラル地

方を中心に―」『明治大学人文科学研究所紀要』，第 67冊，pp．119－153． 

5 ［訳注］ その著書のタイトルは『我が国の父であり，皇帝であり，専制君主であるピョートル大帝

の偉業によって開始され，もたらされ，維持されている全ロシア国の繁栄状態』（Цветущее 
состояние Всероссийского государства, в каковое начал, привел и оставил неизреченными 
трудами Петр Великий, отец отечествия, император и самодержец всероссийский и 

прочая, и прочая, и прочая）となっている．三上正利（1979）「キリーロフの生涯とその著『全ロ

シア国の繁栄状態』」『窓』，第 30号． 

http://dic.academic.ru/contents.nsf/brokgauz_efron/
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タが用いられている．ただし，全国人口調査をいかにより上手く実施するかという問

題の重要性に関して，著者が当時認識していなかったことは，大いに問題である．

このことについて問題提起したのはヴァシーリー・ニキーティチ・タチーシチェフ

（1680－1750 年）であった．タチーシチェフは，ウラルの国有工場の工場長であり，

地域の工場経営者にして，エカテリンブルグ市（建設 1723年）の礎を築いた人物で

もあった．タチーシチェフの業績の一つとして数え上げられる『全国人口調査に関

する考察』（Рассуждения по ревизии по головной и касаючемся до оной）は，人口

数の調査法に関して研究を行ったロシアで最初の学術書となった（1747 年に執筆

されたが，刊行は 1861 年になってからであった）6．タチーシチェフが提案した人口

調査に関する基本的な考え方は，統一化した調査フォーマットの確立，調査実施

期間の短縮，調査官の技術の向上であり，最終的にこれらの提案は統計業務の実

際の場において実行されることになった． 

タチーシチェフによるこの提案は，1760 年代に入り，ミハイル・ヴァシリエヴィチ・

ロモノーソフ（1711－1765 年）をはじめとして当時の研究者たちに支持された．ロモ

ノーソフはロシア全土及び各地域の特徴に関係する統計データを収集するべく，30

項目に及ぶ「学術的アンケート調査」を 1760年に実施した． 

ほぼ同時期に，上記の学術調査に続き，それに近似的な学術調査がフョード

ル・ミハイロヴィチ・ミルレル（1705－1783 年）によって実施された．農業に関する質

問を中心とした 65 項目に及ぶ「経済的問題」に関する質問票が，県知事やその他

官僚，または数人の民間人に送付されたのである． 

これらのアンケート調査は，地方における統計事業の発展という視点から見ても，

また学術的な理解のための統計の活用という観点から見ても重要である．アンケー

ト調査表それ自体（質問項目の選択や表現の方法）が，経済統計を確立するため

の一定の基礎となった． 

さらに，ロシアにおける統計学の発展は，アレクサンドル・ニコラエヴィチ・ラディ

ーシチェフ（1749－1802 年）によって促進された．ラディーシチェフは統計学に関

                                                   

6 ［訳注］ 阿部重雄（1996）『タチーシチェフ研究： 18 世紀ロシア一官僚=知識人の生涯と業績』

（刀水書房）を参照． 
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する自身の考え方を「中国貿易についての手紙」（1794年），「我が領地に関する記

述」（1799 年），「法について」（1802 年）といった著作に記している．ラディーシチェ

フは概して記述統計学の伝統に従っていたが，「政治算術」7や，ロシアの国民所得

とその商品取引額の構成といった間接的な計算も行っている．さらにラディーシチ

ェフは，農業統計，経済統計，貿易統計，人口統計，司法統計などの統計の概要

をまとめた． 

このように，当時芽生えつつあった統計科学には，国勢学だけではなく政治算

術の傾向も見て取れる． 

1771 年にロシア科学アカデミー（［訳注］： 当時の名称は，「ペテルブルク科学

アカデミー」）・正会員となったウォルフガング・ルードヴィヒ・クラフト（1743－1814 年）

はその著作のなかで，人口統計の構築に必要となる完全な条件を特定した上で出

生率・死亡率の指標を作成し，人口増加の計算式を定式化して，とりわけ人口が 2

倍となるような条件を示した． 

以上のように，18 世紀のロシアの統計科学は，国勢の際立った特徴を記述する

研究から，社会において生じるプロセスを包括的に捉え，そこで生じている発展の

法則性を明らかにする研究へと転換していった，といえる． 

18 世紀後半におけるロシアの統計科学での大きな進歩は，パーヴェル 1 世の

治世（1796－1801 年）のもと，1790 年代に強まった反動によってブレーキをかけら

れることになった．しかし，アレクサンドル 1 世治世（1801－1825 年）の初期，つまり

19 世紀初頭には，ロシアの社会経済面で自由主義の傾向が認められ，行政制度

にも及ぶ大規模な改革が実施された．このなかでも特に重要な改革として認識す

べきは，部門別の行政制度への移行と省庁制の導入であった． 

1802 年 9 月 8 日付けの勅令（『サンクト・ペテルブルク・ジャーナル』，第 1 号，

1804 年）によって，各大臣は年末までに，担当する全ての部門の行政に関して元

                                                   

7 ［訳注］ 従来，統計学は一国の国勢の記述を論じる記述的な「国勢学」に重きが置かれていた

が，やがて英国におけるジョン・グラントやウィリアム・ペティによって，その数量的な観察と分析

に重点を置く「政治算術」の分野が構成されるようになった．赤池弘次（1994）「統計科学とは

何だろう」『統計数理』，第 42巻第 1号，pp．iii－ix を参照． 
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老院を通し皇帝陛下に報告書を提出することが命じられた．新しい行政組織の設

置に伴い，統計事業の制度も変更され，県報告が復活することとなった． 

そのため，ロシアにおいて行政組織としての統計機関の歴史が実質的な意味に

おいてはじまったのは，1802年 9月 8日であったということが出来るであろう． 

内務大臣のヴィクトル・パヴロヴィチ・コチュベイ伯爵の 1802年 9月 19日付けの

通達では，報告書の所定の形式が県知事に提示されている．また，その通達では，

報告書に住民数，人頭税，穀物生産，農村の商店，食糧事情，作業場や工場，市

の収入や公共建築物に関する情報を含めるように指示が与えられている．その結

果，県知事による報告書の提出はかなりしっかりしたものになった．しかし，内容の

信頼性は十分に高いものであったとは言えず，このことは報告制度を導入した人々，

特に内務省自体も認めるところであった． 

実際に，1802 年の資料をまとめた内務省による報告書には次のような記述がな

されている8： 

「・・・この事業が困難であり通常のものとは異なっていたこと，また現場に

おいて既に多くの情報が喪失していたことが，この事業が全般的に当初

の期待よりも十分な範囲で行われず，正確性を欠いていた理由である．し

かし，それにもかかわらず，問題を詳細に説明し，当初見逃されてしまっ

た欠点を明らかにし，調査質問票の表現をより正確にし，さらにそれを表

によって補完することで，また，調査官の献身的な実務作業によって，より

正確で統一的な情報を獲得し，この事業の目的により近づくことが出来る

であろう，という確固たる期待を，初めてものである今回の試みから得るこ

とが出来た」． 

1802 年 9 月 1 日には，皇帝の許可により，内務省総務部内に 10 名からなる貴

族会が設置され，県によって報告された情報を加工処理するように委任された．

1810年に，同組織は警察省の下に移管された．  

                                                   

8 ［訳注］ 内務大臣のヴィクトル・パヴロヴィチ・コチュベイ伯爵の署名が付された内務省報告書

の一部は，11ページより添付されている．参照されたい． 
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1811年 3月 20日には，警察省管轄下に統計局が設置された．同組織を率いる

ことになったのは，ロシア科学アカデミーの会員であるカルル・フョードロヴィチ・ゲ

ルマンであった（1811年 3月 20日付け 168号警察省通達）9． 

1819年 11月 4日に，統計局は，そのままの構成で内務省官房へ移管された． 

内務省や警察省以外にも，統計業務に従事していた省庁があった．このなかで

特に重要性が高かった省庁は，運輸通信省（河川輸送データ），商務省（貿易統

計），大藏省（鉱業統計等）である． 

政府統計資料は広く刊行された．1803 年には商務省による統計集『1802 年に

おける様々なロシア貿易』が刊行された．その後，同様の統計集が初めは商務省に

よって，商務省の廃止以降は，大蔵省によって毎年出版されている．1806 年には，

内務省による統計集『1804 年度内務省報告の付表』が刊行された．1819 年 11 月

29 日には，大臣委員会会議において，統計にかかわる雑誌やその他の統計書の

刊行に関する議論がなされた． 

1823年 6月 12日に，統計局は内務省警察部の所轄に入った10． 

1825 年には，初めて，1811 年から 1825 年の期間に実施された統計業務の一

覧表が統計局によって作成された（1825 年 10 月 7 日付け第１8 号内務省統計局

文書）11． 

ロシア国家統計制度における大きな変化は，19 世紀 30 年代半ばまでに生じて

いるが，これは，政府が統計業務の組織化に取り組むべき国家的必要性に迫られ

ていた時代に対応するものであった． 

 

 

 

 

                                                   

9 ［訳注］ 同通達に関しては，本訳書の付録 pp．IX－XIIに掲載されている． 

10 ［訳注］ 原文では 5月と表記されているが，付録資料に従い 6月と修正した．内務省統計局に

よる文書（1823 年 6 月 12 日付け第 7 号文書）については，本訳書の付録 pp．XIII－XXI を

参照されたい． 

11 ［訳注］ 同文書に関しては，本訳書の付録 pp．XXII－XXIIIを参照されたい． 
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「1802年の最後 4か月間における内務大臣による省設置に関する報告」 

（『サンクト・ペテルブルク・ジャーナル』，第 1号，1804年．） 
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「1802年の最後 4か月間における内務大臣による省設置に関する報告」 

（『サンクト・ペテルブルク・ジャーナル』，第 1号，1804年．） 

（つづき） 
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「1802年の最後 4か月間における内務大臣による省設置に関する報告」 

（『サンクト・ペテルブルク・ジャーナル』，第 1号，1804年．） 

（つづき） 
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第 3章 統計制度の発展の理論的基礎 

―1830年代前半－1860年代初頭― 

1830 年代末にはその兆候が現れていた統計分野の新たな進歩は，40 年代半

ばには揺るぎのない事実となった．国家統計制度が改善され，その下で膨大な量

の事業が実施され，統計を用いた経済研究や統計刊行物の出版数が増加し，統

計に対する社会的関心も復活した． 

1834 年に，内務省審議会の下に統計局が特別に設置された（『ロシア帝国法律

大全』，第 2 集第 9 巻第 2 部，1834 年）1．1834 年 12 月 20 日に承認された「内務

省審議会付属統計局法」によって，内務省の管轄下にある全ての部署の状況に関

して詳細に，また出来るだけ正確な記録をまとめることが同機関の設置目的として

据えられた．この他，同機関には，新しい都市計画案，県・郡の新しい境界画定，

市の歳入と歳出に関する見積もり・推計を予備的に検討し，内務省管轄下の省庁

                                                   

1 ［訳注］ 同法律は，本訳書の付録 pp．XXIV－XXVIIIに掲載されている． 

カルル・フョードロヴィチ・ゲルマン（*）： 警察省統計局長（1811－1819 年），内務省統計局

長（1819－1834年）．ロシアの経済学者・統計学者． 

ダンツィヒ（当時のプロイセン）に生まれる．ゲッティンゲン大学で統計学と経済学を学

び，1795 年にロシアで働きはじめ，1807 年にペテルブルク教育大学（後のペテルブルク大

学）・政治経済・統計学教授となる．1809 年より貴族幼年学校で政治経済学を講義する．

1810年にはアカデミーの外国人会員に選ばれ，1835年には正会員となる．1806－1808年

に『統計雑誌』（Статистический журнал）を編集発行した．ペテルブルク大学史学・文

献学部学部長であり，1820－1830年代には科学アカデミーにおいて学術研究を行った． 

主著として，『統計学一般理論の概説』，『統計学史』，『ロシアを中心とする統計書の歴

史的展望』がある．また，ロシアにおいて初めて広範な統計文献の調査を行い，国家統計

を制度化し，統計地図作成に関する独自の方法論をはじめて確立した． 

* ［訳注］ カール・テオドール・ヘルマン．浦田昌計（1972）「C.Th. Hermann の思想―その「統計批

判」論を中心として―」『岡山大学経済学会雑誌』，第 3 巻第 3－4 号，pp．155－178 に詳述されてい

る． 
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の建造物の新築案を経済面において検討する役割が委ねられた． 

各省の総務部や県知事から受け取った情報資料に基づいて，統計局官房に委

任された統計業務が行われた．法律上の規定により，統計官は，統計書・報告書の

執筆に際して常に，記述の対象となる地域についてまずは歴史的に振り返った上

で，現在と比較することが求められていた．また文書には，必要に応じて統計表が

添付された． 

同時に，全ての県都に，県知事が委員長を務め，総督が運営する統計委員会

が設置された．県の統計委員会は情報を収集し，それらを検証した上で，定型のフ

ォーマットに記録し，内務省統計局から受け取った統計表フォーマットに記入した．

また，これらの情報に従い県全体や，工業，商業といったいくつかの経済部門に関

して，個別に正確な記録がまとめられた． 

県への統計委員会の設置の進展は緩慢であり，1853年以前には，欧露部（ロシ

アのヨーロッパ部分）の 49県のうち統計委員会が設置されたのは 33県であった． 

1837 年には，県知事年次報告制度の正式な導入が決定された．調査項目の範

囲がこれまでのものから拡大したが，社会経済統計は県の状況に関する基本報告

から除外された．内務省が県知事統計報告の項目を大幅に拡大し，人口・農業・鉱

工業・商業などの経済生活の最重要な分野が報告に含められるようになったのは，

ようやく 1842年になってからのことであった． 

1843年 3月 7日，27点の統計が付表として添付される年次報告の様式が承認

され，全県知事に送付された（1843年 3月 7日付け第 1514号内務省総務部文書）

（18ページを参照）． 

1847 年以降，西部地域の地主所領の領地台帳を作成するための臨時委員会

が内務省の下に設置された2．この領地台帳には領地の所有者ごとに土地の測量・

                                                   

2 ［訳注］ ニコライ I 世の治世の下で，1840 年代後半に，リトアニア，ベラルーシ，右岸ウクライナ

といった地域において，領地台帳改革（Инвентарная реформа）が実施された．右岸ウクラ

イナにおける領地台帳改革に関しては以下の研究に詳しい： 松村岳志（1996）「右岸ウクライ

ナにおける領地台帳改革（一八四七－四八）の歴史的意義」『社会経済史学』，第 61 巻第 6

号，pp．741－768； 松村岳志（1998）「19 世紀前半の右岸ウクライナにおける国有地農民の

改革－負担金納化の農業史的意義－」『スラヴ研究』，第 45号，pp．139－161． 
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等級・評価などを詳細に記述することが要求された．委員会は専門家の不足や資

金の不足のため調査の実施にあたって困難に直面した．そこで，地主所領の台帳

作成と，内務省で行われていた他の統計業務を統合することが提案されたのである． 

1852 年 12 月 22 日付けの勅令によって，内務省所轄の国有地台帳臨時委員

会と内務省審議会統計局に代わり，内務省が直接指揮運営する統計委員会が設

置された（『ロシア帝国法律大全』，第 2集第 27巻第 1部）3． 

さらに 1858年 3月 4日に，統計委員会は中央統計委員会に改組された（『ロシ

ア帝国法律大全』，第 2集第 33巻第 1部）4．中央統計員会はその任務の性質上，

統計部とゼムストヴォ部（地方部）の 2 つの下位部門に分けられていた．統計部は，

政府が必要とする全行政部門の統計データを収集し，批判的に検証したうえで整

理・加工処理し，それを公表することを義務づけられていた．一方で，ゼムストヴォ

部は，地方自治体のあらゆる経済問題を事前に議論し処理することを課題としてい

た． 

中央統計委員会は，その業務の範囲に入る事柄であれば，内務省所属の部局

だけでなく，その他のより上位の行政機関に対しても統計資料を要求することが認

められていた．全ての県統計委員会が中央統計委員会に従属しており，中央統計

員会は必要な報告資料を入手し，統計業務を監督するために，県統計員会に対し

てしかるべき指令を出す必要があった． 

このようにして出来上がったロシアの政府統計機関は，19 世紀初頭に存在した

組織と比べ確かな進歩を遂げたものとなった． 

1850 年代に，内務省は一連の特別な統計業務を遂行し，このことがある意味で

1861 年の（農奴解放）改革の実現の前提条件となった．これらの業務は，その特徴

に従い，以下の 3 グループに分けられる： すなわち，（1）ロシアの農奴を特徴づけ

る調査研究，（2）土地の価格一覧資料の整備，（3）領主の所有権・土地の利用状

態・農奴の賦役・領主の債務の状況に関する調査，以上の 3つである． 

                                                   

3 ［訳注］ 同法律は，本訳書の付録 pp．XXIX－XXXに掲載されている． 

4 ［訳注］ 同法律は，本訳書の付録 pp．XXXI－XXXIIIに掲載されている． 
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「1843年 3月 7日付け第 1514号内務省総務部文書」 
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「1843年 3月 7日付け第 1514号内務省総務部文書」 

（つづき） 
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1852年には，ロシア全体に関する 1849年の状況を報告する資料集が出版され

た．それは，県知事による報告資料『1849 年の報告書により内務省統計局におい

て作成された統計表』に基づいたものだった5．また，1860 年には，領主の土地所

有について整備した資料が，『解放農奴に関する法案起草委員会の付録資料』とし

て刊行された．さらに，都市における統計業務の成果は，2 巻組の『都市の社会秩

序と経済』（1859 年）と，多数の巻で構成された『ロシア都市の移住地』（1859 年に

着手され，農奴解放後に出版が完了）という 2 点の基礎的な統計出版物にまとめら

れている． 

1840－1850 年代には，一連の大規模な統計調査が実施され，このことが統計

学の発展を促す契機となった．当時のロシアの統計学者たちは，統計学が社会状

況を研究する科学分野とどのような関係を持つか，という問題に大きく傾注していた．

統計学者たちは次のように明確に記している：  

社会状況を研究する科学分野と統計学との間には，有機的な関係が

存在する（ニコライ・イヴァーノヴィッチ・ナデージュジン，『経済統計学の

一分野としての国富： 規模と法則』，1845年）； 

統計学が必要であるという根拠は，社会科学の結論に見出される．そ

れは，統計学者によって調査される個別の問題を吟味するものなのであ

る．（ドミトリー・アレクセーエヴィッチ・ミリューチン，『軍事地理学と軍事統

計学の意義に関する批判的考察』，サンクトペテルブルク，1846年）； 

統計学の大きな意義は，社会科学の研究から導き出された結論を立証

し，社会科学を大きく前進させることにある（ミリューチン，前掲書）． 

ゲルマン，ミリューチン，ナデージュジン，ジュラフスキー（ドミートリー・ペトローヴ

ィチ）といった一連の研究者らは，当時すでに，統計学の理論的研究とはその方法

論的研究に他ならないことを明らかにしていた．そのため，統計データの出所，統

                                                   

5 ［訳注］ 原著では，書誌情報が記されていないが，Статистические таблицы, составленн-
ые в Статистическом отделении Совета Министерства внутренних дел по сведениям 

за 1849 г. (СПб., 1852)，のことである． 
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計調査の組織化と実施，統計機関の組織化の改善にかかわる問題を何よりもまず

解決しなければならない，と認識していた．また，学問分野として統計学の問題群

の分類を理論的に基礎づけるとともに，社会経済現象の分析にその手法を広く活

用することも行った．さらに，平均値の定理や，動学プロセスの特性，符号関係の統

計的研究等の分野においても大きな成功を収めた． 

この時代におけるロシアの統計学者が果たした主たる歴史的貢献は，ロシアの

統計学における政治・経済的な研究の意義を確立させ，そこへ向かう志向性を強

固なものにしたということにある．また，当時の統計学者による理論的研究の成果は，

個々の統計的研究のための確固たる基礎を築くものとなった．しかしながら，そのな

かでも主となる意義は，その後の統計学の発展に対して肯定的な影響を与えたこと

に見出される．政治・経済的志向性の思想は，農奴解放期の国家統計官のなかで

も進歩的な人々によって用いられるようになり，このことがゼムストヴォ統計の成功と

結びついたのであった． 

 

 

 

 

コンスタンチン・イヴァノヴィチ・アルセーニエフ： 1834－1853 年において内務省審議会付

属統計局長／統計委員会委員長． 

ロシア人統計学者，歴史家．学生時代からゲルマン教授の指導の下で統計研究を行っ

ていた．オロネツ県の統計概説書を作成．1819－1821 年，ペテルブルク大学において政

治経済学と統計学の教授となる．1836 年に，ベテルブルグ科学アカデミー・会員に選出さ

れ，1841年より正会員となる．1835－1853年外務省にて統計業務を指導した．アルセーニ

エフの業績は，ロシアの地域分類の基礎づけを最初に試みたことにあり，その成果は『ロシ

ア国家の統計学概論』（1818－1819 年）および『ロシア統計概説』（1848 年）に示されてい

る．『内務省雑誌』において，「ロシア国民の性別人口構成に関する研究」，「ロシアの国民

教育に関する統計概説」等の統計に関する論文や，他にも歴史に関する論文を発表して

いる．アルセーニエフはロシア地理学協会（1845年）の創設者の一人でもある． 
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第 4章 ゼムストヴォ統計と国家統計 

－19世紀 60年代－20世紀初頭－ 

1855年に入り，ニコライ 1世の崩御の後，第一皇子のアレクサンドル 2世が皇帝

に即位（1855－1881 年）し，より柔軟な行政のあり方を求めて，いくつかの大規模な

社会制度改革＝「大改革」を実施した．政府の指示に従い，各県には，農奴解放に

備えるための県貴族委員会が設置された．1861 年 2 月 19 日に，アレクサンドル 2

世は農奴解放令の法案に署名した．農奴制の廃止に続き，地方行政をはじめとす

る一連の政治改革が実施された． 

1864 年，県・郡レベルで，選挙によって選出される権力機関であるゼムストヴォ

機関が創設された．1960 年代の改革のなかで，ゼムストヴォ機関は 33 県に設置さ

れた（1914 年には設置県は 43 となった）．ゼムストヴォの役割は，食料品の供給や

慈善活動，商工業，道路建設，郵便，保険，国民教育への物質的援助，保健衛生

に及んでいた．ゼムストヴォは，年 1度召集される県会や郡会と，3年任期で選出さ

れ，ゼムストヴォの業務を直接実施する執行機関としての県・郡の参事会を有して

いた．ゼムストヴォは，その廃止権限を有する内務省や県知事の統制下にあった．

ゼムストヴォの諸機関の活動資金は，不動産所有やそこからの収入に基づいて課

せられる地方税を主たる財源としていた． 

ゼムストヴォ機関は，地方行政の適切な経営を行っていくために詳細な統計デ

ータを必要としていたが，このようなデータを政府の諸機関は提供することが出来な

かった．そのため，多くのゼムストヴォが地方統計制度を独自に組織した．19 世紀

末までに，34 のゼムストヴォ設置県のなかで，統計機関を有していたのは 25 県に

上る．このような統計機関は，統計学者をゼムストヴォ統計に必要不可欠な資料の

収集や調査を実施する担当者として個別に招聘するか，または統計部署自体を創

設するかの手段により，開設された．情報の入手は，既存の住民登録の原資料から
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データを抽出することによって行われた．このような方法に加え，調査官を派遣せず

に，民衆学校の教師やその他の人々を介した郷（ヴォーラスチ，農村共同体）での

現地情報収集を行うなどした． 

ゼムストヴォ統計は現状を評価する役割としてスタートしたが，ゼムストヴォの課

税対象に関する資料が収集されるようになるとすぐ，ロシアの経済実態や農村の現

状及びその今後の発展に関する課題に取り組むようになった．課税対象の価値や

収益性の見積もりに統計収集が限定されていなかったゼムストヴォでは，統計部局

の業務内容や組織体制のあり方は一層複雑であり，収集された資料もより豊富で

多様性に富んでいた．このようなゼムストヴォのうち，モスクワ県とチェルニゴフ県の

2 県の統計機関が傑出していた．その共通点は，統計部局の職員を調査官として

全ての郡に順次派遣し，研究に必要となるすべての問題に関する資料を，現地で

収集したという点にある．その一方，業務の目的や方法の点には相違が見られた．  

チェルニゴフ県の統計は農地の大きさと土壌の質に注目し，モスクワ県の統計

は農業や農民の現状，農地への労働力の活用方法や形態に注目していた．すな

わち，チェルニゴフ県の統計家にとって最重要の調査対象であったのは土地それ

自体であったのに対し，モスクワ県の統計家にとってのそれは土地を耕作する農民

だったのである．チェルニゴフ県の統計機関では，統計業務の最初に，農業用地

がリスト化され，地形図上に土地区画境界が記入される．その後に統計官が現地に

赴き，規定の分類法に従い土壌の等級を確定させたうえで，各区画の収穫量に関

する情報を得る．これらの情報に基づき，郡レベルで各等級の土壌がもつ平均的な

生産力（収穫量）と区画の平均的な生産力が計算された． 

一方で，モスクワ県の統計機関では，郡を構成する経営単位（戸）それぞれの情

報が収集された．加えて，現地に派遣された職員の個人的な観察を通して，住民

の生活条件や活動状況の全般に関する情報が収集された．郡の現地調査の際に

最重要の任務となったのは，農家に対する戸別調査の実施であった．この調査で

は，農家ごとに，居住用・非居住用の建物の数と大きさ，世帯構成と男女別の働き

手の数，（［訳注］： 農奴制廃止に伴う）分与地と購入した土地の面積及びその利

用法，借地の面積と借地代，家畜の種類と頭数，未開拓の農耕地の数と面積，雇
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用労働者数等の情報が収集された．この戸別調査に先立ち，郡から提供される文

書資料から様々なデータが抽出された．さらに統計機関は，入手可能な多くの台帳

や証書から補足情報を集めた．農家に対する戸別の調査を補完するため，村落の

全般的な状況も調査された．このようなモスクワ県のゼムストヴォ統計の実施手法は，

より広く普及していき，多くのゼムストヴォによって採用された．当初存在していたゼ

ムストヴォ設置県における統計機関の間における調査実施の相違は徐々に解消し

ていき，統計事業の業務上の手続きは統一化されていった．このようにして，ロシア

全県で同じようなやり方で実施される，ゼムストヴォ統計のある種の定型が出来上が

ったのである． 

ゼムストヴォ統計の計算の精密さは，それまでの統計実務のそれをはるかに上

回っていた．詳細な項目に及ぶ現地調査が行われ，その調査方法も改善され，分

類法が広く活用され，統計表はさらに発展していった．ゼムストヴォ統計の発展を促

す上で大きな役割を果たしたのが，統計家による研究会や会合であった．1887 年

から 1917 年にかけて，17 回の会議が招集された．農民の日常生活に関する調査

ピョートル・ペトローヴィチ・セミョーノフ＝チャン＝シャンスキー： 内務省付属中央統計委

員会委員長（1863－1882年）．内務省付属統計評議会議長（1875－1896年）． 

地理学・統計学・経済学分野で活躍した偉大なロシア人の学者であり，政治家．ペテル

ブルク科学アカデミー・名誉会員（1873 年），国家評議会議員（1897 年以降）．1848 年に

ペテルブルク大学を卒業し，1849 年からロシア地理学協会の正会員となる．自由経済協

会の委託により，欧露部の黒土地帯を調査し，アジアの探検旅行を何度も行った．1861年

農奴解放令法案起草委員会に参加．1857 年には内務省付属中央統計員会の設立を指

揮．1870 年に第 1 回全ロシア統計家大会を組織し，ゼムストヴォ統計の基礎を築いた．欧

露部の経済地域区分の分類図を作成した．また，豊かさのレベルによる農家の分類法を

初めて利用し，農家グループ間の経済格差を分析した．家計調査も行った．国際統計家

会議に参加した組織者の一人である．1863 年にサンクト・ペテルブルクで開催された国際

統計家会議ではロシア代表となり，1872 年の国際統計家会議では議長を務めた．5 巻組

の『ロシア帝国地理統計辞典』（サンクト・ペテルブルク，1863－1885 年）を編纂した．1873

年にペテルブルク科学アカデミー・名誉会員となる．農業（収穫）統計のための資料収集の

制度を再編成した．ゼムストヴォ統計の発展を奨励し，1897 年より国家評議会議員を務め

た． 

第 1 回ロシア帝国人口センサス（1897 年）を指揮した．統計学，経済学，地理学の分野

において 100点以上の研究を発表している． 
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や家計調査の他に，ゼムストヴォ統計は国民教育の調査を行い，1880 年代初頭か

らは保健衛生に関する統計調査も行うようになった． 

ゼムストヴォ統計の発展は次の 3段階を踏んだ： 

（1） 統計業務の開始と体系化（1870－1894 年）： この時期，ゼムストヴォ

統計機関は，組織面・財務面で政府から独立していた； 

（2） 統計業務の範囲が拡大し，資産価値の評価も行うようになった（1894

－1900 年）： この時期に，ゼムストヴォ統計機関の活動が政府の統制

下におかれるようになった； 

（3） ゼムストヴォ統計の業務に対して政府から補助金が与えられるように

なった（1900－1917 年）： このため，統計機関の独立性は制約を受け

た．ゼムストヴォ統計業務は第 1 次世界大戦の開始に伴い事実上停

止した． 

ゼムストヴォ統計家は，様々な統計手法に関して幅広くかつ手際よく説明を加え

ていっただけではなく，新しい手法を開発し，既存の手法と統合したその活用も行

った．彼らによって，アンケート調査法（当時の主な情報源）や調査票の書式が開

発され，標本調査や，それと全数調査を組み合わせたサンプル調査法が極めて手

際よく活用された．ゼムストヴォ統計の資料作成の重要な特徴は，分類法を体系的

に幅広く用いたことにあり，この際，特に，アレクサンドル・ポリカールポヴィチ・シリケ

ーヴィチ（1849－1909 年）によって提案された統合表による分類が広く用いられた1．

ゼムストヴォ統計家の研究では，分類法は現象や因果関係やその形態の特定を分

析する手段としての役割を持っていることが明らかにされており，このことが，分類に

よる研究のさらなる発展を促す土壌を生み出したといえる． 

ゼムストヴォ統計の発展に大きく寄与したのは，ヴァシーリー・イヴァーノヴィチ・

オルロフ（モスクワ県ゼムストヴォ統計部長，1876－1885年），ピョートル・ペロローヴ

                                                   

1 ［訳注］ 家計を分類する際に，ある 1 つの特徴（例えば世帯人数）のみで分類するのではなく，

それに他の特徴（例えば所得）を考慮して分類するような場合に統合表が作成される．より具

体的には，2 つの性質を行と列にとり，クロス表を作成することによって，家計は世帯人数と所

得水準に応じて分類されることになる． 
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ィチ・チェルヴィンスキー（［訳注］： チェルニゴフ県のゼムストヴォ統計家），ヴァシ

ーリー・エゴーロヴィチ・ヴァルザール（［訳注］： 同上），セルゲイ・アンドレーヴィ

チ・ハリゾメノフ（［訳注］： ゼムストヴォ統計家．サラトフ県等で活動），ヴラジーミル・

グスタヴォーヴィチ・グロマン（ペンザ県ゼムストヴォ統計部長），フョードル・アンドレ

ーヴィチ・シチェルビナ（ヴォロネジ県ゼムストヴォ統計部長，1904 年に帝国サンク

ト・ペテルブルク科学アカデミー・通信会員となる）といった統計家たちであった． 

1840－1850 年代に活発化した国家主導の統計事業は，1860 年代においても

継続して実施された．この時期に出来上がった国家統計制度が，農奴解放後の時

代を通してずっとほぼ同じ形態で維持された． 

1861年 7月 27日付けの勅令に従い，「農民関連の事業が首尾よく進むように」

と，ゼムストヴォ部が中央統計委員会から分離され独立の組織となった．ゼムストヴ

ォの経済問題に関して大臣会議に持ち込まれた問題は，承認された規則に従い，

ゼムストヴォ部に提示され，そこで取り組まれることになった（『ロシア帝国法大全』，

第 2集第 36巻第 2部，1861年）2． 

1863 年 4 月 30 日に，内務省管轄の統計組織に関する規定の制定が皇帝アレ

クサンドル 2 世によって承認された．アレクサンドル 2 世は，国家評議会の進言に

対して「かくあるべし」（Быть по сему）と決定を下した（『ロシア帝国法大全』，第2集

第 38巻第 1部，1863年）3. 

これによって，内務省の付属組織として，統計評議会と中央統計委員会が創設

されることが決定された． 

1863 年の規定では，内務省付属統計評議会の活動内容は，「ロシア帝国域内

において統計情報を収集し加工する最も適切かつ信頼しうる方法論を確立し，この

ことに関する全ての業務に対して一律の指示を与えること」にあった．統計評議会

は以下のことを委託された： 帝国全域に及ぶ情報収集に関わり，また他省庁に協

力を要請する全ての統計業務の実施方法について審議すること； 各省庁によって

                                                   

2 ［訳注］ 同法律は，本訳書の付録 pp．XXXIV－XXXVIに掲載されている． 

3 ［訳注］ 同法律は，本訳書の付録 pp．XXXVII－XLに掲載されている． 
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行われる個々の統計事業の成果に関して審議し，それらの刊行に向けて統一の様

式を確立すること； 様々な省庁の日常業務において得られる統計データの記録方

法を改善すること，である．しかし，1875年 5月 24日に皇帝に承認された規定によ

り，統計評議会は，「行政統計業務において各省や他の主要な行政機関を補助」

することが義務となり，「統計評議会自体が審議対象とする問題は，内務省の統計

部署に関係することか，内務省の部署の統計業務の遂行に関する問題のみに限ら

れる」ことになった． 

一方で，1863 年の規定では，内務省付属中央統計委員会は，内務省内におけ

る統計業務の遂行を役割とすることが定められていた．中央統計委員会は，毎年地

方の委員会から送られる情報を収集・検証・加工し，統計評議会による決定に基づ

き他省庁から提出される統計データを整理することが任務とされた．また，中央統計

委員会に集まった統計データを，統計評議会の規定に従って，他省庁に引き渡す

任務を負っていた．さらに，内務大臣による委託や統計評議会の決定に則り，様々

な臨時統計業務を実施した．全ての県・州・市の統計員会が，実務面や研究の方

向性に関して，中央統計委員会に従っていた．中央統計委員会は，内務省の大臣

会議の構成員であり統計評議会の常任議員である委員長によって運営されていた．

委員長は，統計学の専門家の中から選出され，その任命と解任は，内務大臣の進

言に基づいた元老院への勅令か皇帝の命令によって行われた．  

アレクサンドル・グリゴーリエヴィチ・トロイニツキー： 内務省付属統計評議会議長（1864－

1866年）． 

ロシア人統計学者．1857 年，内務省統付属中央統計委員会統計部長に任命される．

1858 年に内務省大臣会議の構成員となり，1861 年に大臣補佐，1867 年に国家評議会議

員となる．ロシア地理学協会の活動に積極的に参加し，ロシア国家統計の制度構築に大き

な役割を果たした．その主張により，内務省の統計機関が改組され，中央統計員会が部局

の地位を獲得し，省庁間の統計事業を調整するために統計評議会が創設された．トロイニ

ツキーは統計評議会を指導した．トロイニツキーはロシア地理学協会の優秀な統計家グル

ープを中央統計委員会の任務に招聘し，このことで，先進的な統計学の発想が実務に対し

ても直接影響を与えることが出来るようになった．『ロシアにおける農奴人口』，『第 10 回人

口センサスによるロシアの農奴人口の研究』等の著作を持ち，農奴人口統計に関して基礎

研究を行った． 
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「国家評議会の進言と皇帝アレクサンドル 2世による承認『かくあるべし』」 
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「国家評議会の進言と皇帝アレクサンドル 2世による承認『かくあるべし』」 

（つづき） 
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1866 年には，中央統計委員会による最初の統計集『ロシア帝国統計紀要』

（Статистический временник Российской Империи）が刊行された．この統計集

には，領域，人口，鉱工業，商業，輸送，教育，犯罪に関する情報が記載された．

これはロシアの統計年鑑として最初のものであった（1905年以降には，『ロシア年鑑』

（Ежегодник России），1912 年以降には，『ロシア統計年鑑』（Статистический 

ежегодник России）と書名が変更されている）． 

ロシアでは，19世紀と 20世紀をまたいで，国家統計（中央の統計組織）とゼムス

トヴォ統計（地方）を経験したことで，統計を活用する意義がさまざまな分野におい

て科学的な意味で理解されるようになった．農業，工業，鉄道輸送，商業といった

産業部門別統計や労働統計，財政統計，人口統計の作成が行われるようになった． 

この時代の特徴は，統計の実務に様々な現地調査やセンサスの手法が広く活

用されていた点にある． 

最も重要な調査統計だったのは，長い準備期間を経て行われた 1897 年の第 1

回ロシア帝国人口センサス（それ以前の人口統計は全国人口調査（ревизия）に基

づくものであった）である．1862－1897 年の間に，地方の諸都市でローカルな人口

センサスが 98回行われた（1869年はP・P・セミョーノフが指導4； 1881年・1890年，

ユーリー・エドゥアルドヴィチ・ヤンソンの指導による； 1882 年，アレクサンドル・イヴ

ァーノヴィチ・チュプロフ，イヴァン・イヴァーノヴィチ・ヤンジュル，А・С・ポスニコフら

の指導による）．ロシア帝国人口センサスは 1897年 2月 9日（旧暦 1月 28日）の 

 

                                                   

4 ［訳注］ ピョートル・ペトローヴィチ・セミョーノフ＝チャン＝シャンスキーのことである．セミョーノ

フは，1856 年に，当時の西欧人にとって行くことが難しかった天山山脈（チャン＝シャン）を初

めて探索した．50年後の 1906年 11月 23日に，その栄誉と功績を称えて，ニコライ 2世が勅

令をだし，セミョーノフの苗字に「チャン＝シャンスキー」を追加することを許した． 

アレクセイ・ボリソヴィチ・ロバノフ＝ロストフスキー：  内務省統計評議会議長（1867－1874

年）． 

アレクサンドロフスキー学習院を卒業．外交職を歴任し，1859－1863 年には在コンスタン

チノープル・ロシア大使となる．オルロフ県知事．内務大臣補佐（1867－1878 年）．1882－

1895年に在ウィーン・ロシア大使を務め，後に外務大臣となる． 

歴史学と系譜学の分野において研究著作がある． 
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状況を調査するために，セミョーノフの指揮下で実施された．人口は，現在人口，

常住人口，登録人口の 3つの分類ごとに調査された． 

センサスでは 14項目の質問に関して調査が実施され，3種類の調査票フォーム

が用いられた5．人口センサスは成功裡におわり，その成果が，ロシア全体を総括す

る 2 巻組の『1897 年 1 月 28 日実施全国人口センサス集計結果帝国内総集成』で

発表され，県別，州別，4都市に関しては個別の巻が刊行された． 

農業統計では，農家の戸別調査が実施された． 

1903年と 1910年に，中央統計委員会が農業機械・用具に関する戸別調査を実

施した． 

1875 年以降には，軍事に向いた馬がどれくらい存在するかを明らかにするため，

軍馬調査が実施された（農奴改革以降の時期に，調査は 9回行われた）． 

一方で，家畜に関する調査は実施されておらず，家畜数に関するデータが毎年

収集されるようになったのは 1904年以降のことであった．中央統計員会は，1883年

以降，標本調査に基づき収穫量統計を整備した． 

工業統計分野において最重要の成果であったのは，ヴァシーリー・エゴーロヴィ

チ・ヴァルザールの提案及び主導の下で 1900 年と 1908 年に実施された工業セン

サスである．1900 年センサスでは，物品税の課税対象外の工業部門のみを対象と

                                                   

5 ［訳注］ ちなみにこの 3種類の調査票フォームとは，農民用（他計式＝調査員が記入）・地主用

（自計式）・都市住民用（自計式）の 3 フォームである． 

ニコライ・アレクサンドロヴィチ・トロイニツキー： 内務省付属中央統計委員会委員長（1883

－1903年）． 

ロシア人統計学者．アレクサンドル・グリゴーリエヴィチ・トロイニツキーの長男．1885 年に

ロンドンで開催された国際統計学会議のロシア代表を務める．国際統計研究所・正会員に

選ばれる．ローマ，パリ，ベルン，ウィーンの統計家大会に参加．ペテルブルクで開催された

国際統計学会議の開催を準備した．人口センサス中央委員会の委員として， 1897 年第 1

回ロシア帝国人口センサスの準備を行い，そして実施した．トロイニツキー指揮の下で，人

口センサスの最終的な成果が総括され，1897－1905 年においてトロイニツキー編集の統計

が刊行された．国際統計学研究所の組織・活動に参加し，1897－1913 年に副所長となっ

た． 
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していたが， 1908年センサスでは製造業の全てにおいて調査が行われた． 

教育統計は学校統計に示された．最初の学校センサスが 1880 年に実施された． 

1880 年代後半から統計学の学問的水準がさらに向上した．この発展に大きく貢

献したのが，パフヌーティー・リヴォーヴィッチ・チェビシェフ（1821－1894 年）によっ

て生み出されたペテルブルク学派と呼ばれる数学者らであった．チェビシェフや，

アンドレイ・アンドレーヴィチ・マルコフ（1856－1922 年），アレクサンドル・ミハイロヴ

ィチ・リャプーノフ（1857－1918 年）を筆頭とする彼の弟子たちは，確率論の分野に

おいてロシア学派を形成した． 

ロシアの数学者たちの研究成果は，人口学や保険の分野において，とりわけ死

亡率表の作成の際に活用されるようになった．統計学は時とともに厳密な科学，数

学となっていかなければならないという考え方が，統計学は現象の記述からその分

析へと移りつつある社会科学であるという見方と結びついたのである． 

しかしながら，統計学は数学である，という見解をすべての学者が共有していた

わけではなかった．この考えに否定的であった研究者に，ロシア科学アカデミーの

通信会員（1892 年以降）のユーリー・エドゥアルドヴィチ・ヤンソン（1835－1893 年）

がいた．ヤンソンは，統計学の主たる目的は原因と結果の因果関係の解明にあるも

のの，確率論によって検討対象となる現象の原因を明らかに出来るとは限らない，

と主張した．ヤンソンは，記述統計学を擁護する者として，数学や特に確率論に依

存しない独立した学問としての役割を統計学に認め，大数の法則を否定し，現象の

観察や分類，統計実務の組織化の問題に対して大きな注意を払った． 

ヤンソンの考え方は，レフ・ヴァシーリエヴィチ・フョードロヴィチ，ニコライ・パヴロ

ヴィチ・アンツィーフェロフ，コンスタンチン・グリゴーリエヴィチ・ヴォブルイ，レオニ

ード・ヴラジミーロヴィチ・ホドスキーなどをはじめとする，あらゆる世代のロシア人統

計家に大きな影響を与えた． 

統計調査法の分野において大きな貢献をもたらしたのは，モスクワ大学講師の

アレクサンドル・イヴァーノヴィチ・チュプロフ（1842－1908 年）であった．チュプロフ

は特に，調査資料の質を向上させるような現地でのフィールドワークによるデータ収

集の方法や，調査で得られた資料の信頼性を確固たるものにする目的で，「相互に



   35    

関連する情報」を得られるような質問を項目に含める調査方法を好んでいた．また，

チュプロフは，ゼムストヴォ統計による統合表の作成を理論的に一般化した一方で，

モノグラフの執筆を行うような事例研究の方法論も発展させた． 

1880 年は推測統計学（ギリシャ語の「推定」の単語に由来する）の誕生年である

ともいえる．この年，後に著名なロシア人経済学者となる当時法学部の学生であっ

たヴラディーミル・アンドレーヴィチ・コシンスキーは，『統計資料の作成方法につい

て』と題するパンフレットの中で，確率論の定理を前提とするとき，一部の事例を用

いるという大規模な標本調査は，結論を帰納法的に導き出しうる方法として利用す

ることが可能であり，かつ先進的である，ということの根拠を示した． 

ロシアにおいて確率論を研究する学者集団の形成を促したのは，カザン大学教

授のアレクサンドル・ヴァシーリエヴィチ・ヴァシーリエフ（1853－1929 年），ヴラディ

スラフ・ヨシフォヴィチ・ボルトケーヴィチ（1863－1931 年），アレクサンドル・アレクサ

ンドロヴィチ・チュプロフ（1874－1926 年）6らによる研究成果であった．ヴァシーリエ

フは論文「確率法則と数理統計学」（『ヨーロッパ報知』，1892 年）において，大量の

観測データを用いることで，なんからの根本的な変化が生じたのか，それとも観測さ

れた変化は単なる偶然の範疇におさまるものであるか，について判断を下すことが

出来る，ということを証明した．そこでの結論は，確率論に基づく社会統計が数学の

一分野である数理統計学になりつつある，というものであった． 

                                                   

6 ［訳注］ 前述のアレクサンドル・イヴァーノヴィチ・チュプロフの息子．チュプロフの生涯と業績等

に関して次の日本語論文で紹介されている： 近昭夫（2005）「チュプロフと"チュプロフ学派"： 

最近のロシアにおけるチュプロフ研究から」『西南女学院大学紀要』，第 9巻，pp．120－129． 

パーヴェル・イヴァーノヴィチ・グレゴリエフスキー： 内務省付属中央統計委員会委員長

（1911－1914年）．内務省付属統計評議会議長（1914－1914年）． 

ロシアの経済学者．ヤンソンの指導の下で共同体の土地所有に関する統計を研究し，

1883 年以降は，鉄道省において鉄道統計を担当し，鉄道の財務統計を再編成した．1890

年以降，サンクト・ペテルブルク大学の教授となる．その著作物には，穀物取引，鉄道建設，

金融問題に関する貴重なデータが掲載されている．サンクト・ペテルブルクの人口センサス

に関する活動に参加した．政治経済学の理論に関する著書が複数ある．国際会議にも複数

回参加している． 
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ボルトケーヴィチの業績で最も有名なものは「統計法則について」（『法律通報』，

1905年，第 8号，第 10号）である．ボルトケーヴィチは，統計は，ベルヌーイの定理

で表されるような確率密度とは無関係である，と記した．現実の世界で生じた出来

事のそれぞれは，いくつかの原因の結果として生じたものである．従って，推測統

計学はその方法論を確率密度に求めるのではなく，期待値に求めるものでなけれ

ばならない，とする． 

数理統計学派の考え方を一般化し，その基礎概念に哲学的根拠を与え，統計

学と確率論の関係を明らかに出来た人物こそ，偉大なロシア人統計学者，数理統

計学派の真のリーダーであったチュプロフである．チュプロフは，統計学が確率論

によって基礎づけられるようになることを予想し，またそのような転換を促し，数理統

計学の発展を促進した．チュプロフの理論と方法論の分野における業績は，統計

分析の実務，とりわけ標本抽出法の普及に大きな影響を与えた．また，このことには，

チュプロフとゼムストヴォ統計家の関係や，全ロシア・ゼムストヴォ統計家大会にお

けるチュプロフの研究報告などが大きく寄与している．チュプロフの基本的な主張

は，『統計学要綱』（サンクト・ペテルブルク，1909 年），『相関理論の基本概念と基

本問題』（モスクワ，1926年），「確率統計の基本的課題」（『統計通報』，1925年，第

10号～第 12号）等の研究において述べられている．この中で，あらゆる学問が，永

久不変の一般的法則を探求するノモグラフィア的（法則定立的）な科学と，場所や

時間といった特定の条件下における具体的な現象の法則性を解明するイディオグ

ラフィア的（個性記述的）な科学に区別される，と記述している．従って，客観科学と

しての統計学はイディオグラフィア的（個性記述的）な科学に分類され，方法科学と

しての統計学はノモグラフィア的（法則定立的）な科学に分類される．統計学の認識

対象についてチュプロフはさらに次のような主張を行っている．その一つは，一義

的な機能上の連関と同時に，互いに独立した多くの原因が複雑に絡み合って生じ

るいわゆる「自由な連関」「緩い因果関係」が存在することである．また，確率論は

「自由な連関」を計測するための原則的基礎であり，この際に得られた連関の統計

的な計測が客観的であることを裏付けるものである，とも主張した．チュプロフは，ロ

シアにおいても海外においても，確率論の普及にあたり大きな影響力を発揮した． 
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チュプロフはまた，分類法に関する研究も進め，これについては「統計観察の分

類論について」（『サンクト・ペテルブルク工科大学紀要』，1904 年，第 1 巻第 1－2

号，サンクロ・ペテルブルク）という業績を残している． 

この論文によって提起された内容は，特に，ゼムストヴォ統計家のグリゴリー・イ

ヴァーノヴィチ・バスキン（1866－1937 年）の研究において，実際に活用されている．

バスキンは，農民研究に際して，地域分類，統合分類，下位分類の原則を提示し

た． 

19 世紀後半から 20 世紀初頭にかけて，統計学には次のような方向での発展が

見られた．それは，推測統計学の誕生と確立，ゼムストヴォ統計家をはじめとする統

計家の実務的経験による統計方法論の一般化，数理統計学の一般化，統計学の

分化，というものであった． 

 

 

ニコライ・ニコラエヴィチ・ベリャフスキー： 内務省付属中央統計委員会委員長（1914－1917

年） 

ペテルブルク大学を卒業し，内務省での勤務を中央郵便・通信局から開始した後で，大藏

省に勤務した．法律学校と法科大学で教鞭をとる．警察法修士．1914 年以降，法律学校教

授職のまま中央統計委員会委員長となった． 
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第 5章 ソ連期の国家統計組織 

－1918－1991年－ 

ソビエト時代において，統計事業は，その業務の規模は異なるものの，全ての行

政組織において，組織成立の時点から行われていた．その第一歩となったのが最

高国民経済会議（ВСНХ）の設立であった．最高国民経済会議は，全ロシア中央執

行委員会（ВЦИК）令に従い 1917年 12月 14日に設立され，経済全般を統括する

全国的な中心機関として機能した．1918 年後半以降，最高国民経済会議は，経済

全般にかかわる組織から工業部門の人民委員部へと変更された．最高国民経済会

議のもとには，統計とセンサスにかかわる専門の部署が組織された（その課題には，

特に 1918 年に実施を予定していた工業企業センサスの準備が含まれていた）．し

かしながら最高国民経済会議は，しかるべき規模において統一性を保ち，組織的

な方法で統計業務にあたることが出来る状況にはなかった．そこで，統一的かつ集

権的な国家統計制度が必要となったのである． 

1918 年 6 月に，第 1 回全ロシア統計家大会が開催された．当時最高国民経済

パーヴェル・イリイチ・ポポフ： ロシア・ソビエト連邦社会主義共和国中央統計局局長（1918

－1922年）．ソ連人民委員会議附属中央統計局局長（1923－1926年）． 

1909－1917 年に，トゥーラ県において，戸別の全数調査と家計特性別の事例研究を組

み合わせながら，家計の統計調査を行った．1917 年に，農業省農業センサス部長となっ

た．1918 年には，「国家統計規則」の策定に参加した．ポポフによる参加・指導の下で，

1918 年，1920 年，1923 年に各種のセンサスが実施され，1926 年のセンサスが準備され

た．ポポフは 1939 年のセンサス実施委員会にも参加した．ポポフはセンサスの他に，一連

の家計調査も組織した．また，過去の古く不完全な統計資料の体系的整理・統合と出版を

行い，雑誌『統計通報』と『価格公報』を刊行した．さらに，国民経済バランスの作成に関す

る方法論的問題の研究も行った．1926 年から 1946 年にかけて，ロシア・ソビエト連邦社会

主義共和国国家計画委員会幹部会と，全ロシア農業アカデミー幹部会の構成員であり，ロ

シアのゴスプランでは農業部長を務めた．1928－1929年，ソ連中央統計局参事会会員とな

ることが承認され，国際統計協会大会において 2度のソビエト代表を務めた．1949年，ソ連

中央統計局付属学術・方法論評議会会員に任命された． 



   40    

会議統計・センサス部の長を務めていたパーヴェル・イリイチ・ポポフが国家統計法

案を提起し，大会ではその審議が行われた． 

1918年7月25日に，「国家統計」に関するソビエト連邦人民委員会議（Совнар-

оком）令（規定）によって，中央統計局を全国家的な統一組織として設立すること

が正式に決定された（1918年 7月 25日付けソビエト連邦人民委員会議令）1．同法

令と，1918年 9月に承認された「地方統計機関の設立に関する規定」及び「中央統

計局付属統計問題評議会に関する規定」は，ロシア・ソビエト連邦社会主義共

和国におけるソビエト国家統計制度の基礎となった． 

民間の企業や組織は中央統計局の要求に応じて，組織構成や活動内容に関し

て必要とされる全ての統計情報を提出する義務を課せられた2．市民，軍事，宗教

に関係する政府機関や社会組織の全てが，中央統計局による統計情報の収集と

その利用に全面的に協力する義務を課せられた．また，法令で規定された規則や，

中央統計局による特別な指示や指令に従って，所轄の部署において統計業務を

監督し，統制する義務があった． 

政府組織であれ社会組織であれ，民間人・公人を問わず，統計分野に関係す

る出版を行うもの全てが，刊行物を出版から 1 ヵ月以内に 2 部ずつ中央統計局に

                                                   

1 ［訳注］ 1922年末にソビエト社会主義共和国連邦が成立するまでは，ロシア・ソビエト連邦社会

主義共和国中央統計局として存在した．中央統計局は，1923 年にソ連人民委員会議附属中

央統計局へ改組された． 

2 ［訳注］ 1918 年 6 月 28 日における産業国有化令の布告によって，100 万ルーブル以上の資

本を有する大規模工業企業が国有化された．その後に，手工業等の企業（1918 年 9 月 7 日）

や，小規模の企業（1920 年 11 月 29 日）に関する国有化令が発布された．1920 年 11 月まで

に国有化された企業の割合は 7～8 割である．詳細に関しては，下記の研究を参照： 西澤富

夫（1948）『国有化問題の研究』，世界評論社． 

ヴァレリアン・ヴァレリアノヴィチ・オボレンスキー（党での通称は，N．オシンスキー）： ソ連中

央統計局長（1926－1928 年）．ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局局長（1932

－1935年）． 

1917年以降，ロシア・ソビエト連邦社会主義共和国国立中央銀行総裁となり，最高国民経

済会議議長を務める．1921－1923年に，土地人民委員部副長官及び最高国民経済会議副

議長．1923－1924 年，在スウェーデン全権大使．1925－1928 年，ソビエト国家計画委員会

幹部会の構成員．主著として，『ロシア南部の穀物収穫』（1899－1912 年），『農業に対する

国家統制』（1920年），『国民経済計算の現状と課題』（1932年）がある． 
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提出する義務を課せられた． 

1926－1927 年，中央統計局と地方国家統計機関が再編された．ソ連中央統計

局局長が人民委員会議において議決権を有する構成員となり，中央統計局はソビ

エト統合人民委員部の権限を付与された3． 

1930 年初めに，ソ連中央統計局の独立性は奪われることとなった．統計局の職

員と機能はソ連国家計画委員会（ゴスプラン）に引き継がれ，そこにゴスプラン経済

統計課が設置された．1931 年 12 月には，経済統計課は自律的な組織としてソ連

国家計画委員会付属中央国民経済計算局（ЦУНХУ）へと改組され，政府の直轄

下におかれた． 

国民経済を国家によって指導・管理する必要性が強まっていったことを背景とし

て，統計業務の改善が求められた．1948 年 8 月 10 日付けソ連閣僚会議決定によ

って，ソ連の統計業務を改善し，統計制度を再編成することが採択された．そして，

ソ連閣僚会議付属中央統計局の設立によって，中央統計局がゴスプランの指揮下

から分離され独立の組織となったのである． 

1948 年の国家統計組織の再編を受けて，中央統計局に統計方法論課と科学

                                                   

3 ［訳注］ 第 2 次世界大戦以前の時期のソ連では，政府執行機関（内閣）に相当する人民委員

会議（ソビエト連邦人民委員会議）が設置され，その下に，省に相当する人民委員部が配置さ

れていた．1924 年のソビエト連邦憲法に従い，人民委員部は 2 つに区別された．1 つは，全

連邦的（общесоюзные）な人民委員部であり，もう 1つが統合（объединённые）人民委員部

である．前者には，連邦構成共和国レベルの人民委員部が直接従属しており，共和国におい

ても全権を有していた．その一方で，後者の統合人民委員部は，実際の業務を遂行する連邦

構成共和国レベルの同名の人民委員部を通して活動した．  

セルゲイ・ヴラディーミロヴィチ・ミナーエフ： ソ連国家計画委員会経済統計課課長（1930－

1931年）．ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局局長（1931年）． 

アダム・イヴァーノヴィチ・クラヴァリ： ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局局長

（1935－1937年） 

経済学博士．専門分野は労働経済学・統計学．1924－1930 年，最高国民経済会議幹部

会代表幹部，1928－1930 年に幹部会幹部．1930－1932 年，ソ連労働人民委員部副長官．

1933－1935 年，中央国民経済計算局第一副局長，ソ連国家計画委員会幹部会幹部．ソ連

国民経済発展第 1次 5 ヵ年計画の策定に参加．労働資源，労働力の合理的な配分と利用，

労働生産性，労働報酬の問題を研究．また，一連のセンサスを指揮・実施した． 
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技術会議が設置されることとなった．科学技術会議は，統計の方法論的問題に関し

て科学的な助言を行うセンターとして設置され，最重要の統計業務に関する方法

論上の問題，その内容，指示書を検討することが使命として課せられた． 

（［訳注］： またこの制度再編の過程において）『統計通報』誌（Вестник стати-

стики）の復刊と，統計書籍の出版社として「国家統計出版社（ゴススタトイズダー

ト： Госстатиздат）の設立が決定された． 

1956 年に，鉱工業部門別省が解体され，各経済地域の鉱工業を主管する組織

として国民経済会議（ソブナルホーズ）が設立されたため，それまで各省庁が行っ

ていた主たる統計報告書の作成業務がソ連中央統計局の部署によって行われるよ

うになった． 

官庁によって行われる統計業務は概要情報の整理にとどまり，企業や組織ごと

の個別的な統計報告は（［訳注］： 統計局に）提出されることになった． 

鉱工業部門や建設部門において統計報告が中央統計局へと集中化された

（1957 年）ことに続いて，それ以外の経済部門においても，管理方式は以前のまま

であったが，中央統計局への統計報告の集中化が行われた． 

1964 年に部門別鉱工業省の組織が復活した後においても，提出され処理され

ることになる統計データ量が増大し，その詳細さも増していったため，工業統計の

集中化は維持された． 

報告資料の収集と処理をソ連中央統計局の部署に集中させたことによって，国

家統計制度を地域の支部から中央に至るまで一層確固たるものにするべく，統計

業務の機械化を全面的に強化させる必要が生じた．州レベルの統計局には，コン

ピューターセンター（機械計算ステーション）が設置され，地区レベルには計算機ス

テーションが設置された．その後，地区・計算機ステーションは，国家統計監督局と

統合され，ローカルな統計組織として地区情報計算ステーションへと再編された．

統計業務を機械化する必要性は，1926 年人口センサスの資料の処理に際して深

刻な検討課題として提起されたのがそもそもの発端であった．1927 年 1 月の人民

委員会議決定は，統計計算業務の機械化の問題に取り組み，国家統計業務の機

械化に関する計画案を人民委員会議に提出し，承認を得るという課題を中央統計
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局に課した． 

1950年代から 1980年代においては，再編された中央統計局は，社会経済政策

を確実に実行出来るようにするために，統計の方法と組織の両面に関して政府によ

って提起された課題の解決に取り組んだ． 

1980 年代末になると，完全なホズラスチョート（独立採算制）による企業経営，新

方式による社会経済発展計画の策定，質的指標の役割の強化といったソ連経済管

理体制の根本的な改革期（ペレストロイカ）の条件の下で，国家統計制度は企業合

同や組織の業務の評価に根本的に新しい方法の導入を行う方向で動き出した．こ

の時期，経済分析や統計情報の改善，報告制度の効率化や信頼性の強化，統計

の透明性の拡大，統計組織の再編と役割の向上が重視された． 

1987年にソ連中央統計局は，ソビエト社会主義共和国連邦国家統計員会（ソ連

ゴスコムスタット）に改組された． 

以上で概観したソビエト統計の時代は，それ以前と比べて，その活動の活発さ

の点で際立っている．すなわち，特別に組織されたセンサスや調査が多数実施さ

れたのである．また，ソ連期において最初の国民経済バランスがこの時代に作成さ

れた． 

既に 1918 年末には，中央統計局によりロシア全体の工業企業に関するセンサ

スが実施されている．また，1920 年 8 月には，人口センサス，労働力調査，農業セ

ンサス，簡略的な工業企業センサスが全ロシア規模で実施された4． 

1920 年の各種のセンサスの資料は全ロシア電化計画（ゴエルロ・プラン）の作成

の基礎となった． 

ソ連統計が最初に成した基礎的な業績の一つは，1924年 7月 1日付け労働国

防会議決定に基づき，最初の国民経済バランスとして 1923/1924 年度のバランス

を作成したことである．この国民経済バランスの作成は，方法論・理論・実務の観点

において複雑であり独特のものであった． 

                                                   

4 ［訳注］ 可能な限りにおいて．当時内戦中であり，全土はカバーしていない．1920 年には人口

センサスが実施されているが，ロシア共和国・ウクライナ・ベラルーシのみが対象であり，トルケ

スタンは対象となっていない． 
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この研究成果の長大な序文でのなかで，パーヴェル・イリイチ・ポポフ5（中央統計局

局長，国民経済バランス作成委員会委員長，同編集責任者）は，強い確信をもって

次のように記している： 

「統計学，経済学，ロシア及び西欧のいずれの文献にも，（［訳注］： バラ

ンスを作成するという）このような業績の例はなく，我々は作業を進めるに

あたって，技術的な問題を独自に解決していくだけでなく，研究を行うた

めの方法論的前提条件を解明していかなければならなかった」． 

国民経済バランスの作成によって，部門間における生産物の流れを追跡し，生

産と配分の流れに沿った部門間の相互関係を明らかにすることが可能となった． 

部門間関係の分析にバランス法を用いたことは，国民経済バランスの作成者が

最初に達成した最も大きな研究成果の一つであったが，このことは当時まだ認識さ

れていなかった．後にヴァシーリー・レオンチェフはこれらのアイデアを「産業連関

表」（Input-Output Analysis）として創造的に発展させた． 

1926年から 1930年には，次のような一連の統計調査が行われた．すなわち，い

わゆる「Б（ベー）票」による年次工業・企業調査6，労働生産性とその要因に関する

調査，当時の工業部門の相当な比重を占めていた小規模企業調査といった統計

調査である．また集団農場（コルホーズ）と国営農場（ソフホーズ）の経営に関する

統計的分析の方法論の構築が開始された．1926 年に全国的に実施された人口セ

ンサスは重要な国民経済的意義を持っていた．また 1927年には全国学校センサス

が行われ，その資料は初等義務教育への移行に利用された． 

1930 年代には，企業・組織の年次統計報告制度が導入された．また 1932 年と

1934年の工業機械センサス，1932年と1935年以降毎年実施された家畜センサス，

1935年の商業センサス，1937年と 1939年の人口センサス（1937年人口センサス 

                                                   

5 ［訳注］ 原著では Б.И. Попов となっているが，П.Иの誤りであり，ロススタット・ウェブサイトでも

修正されている． 

6 ［訳注］ 1926 年にソ連中央統計局工業統計課が設置され，事業所からの定期的報告に基づ

いた統計作成への移行が始まった．この際に，新しい調査票（Б 票）が導入され，単一形式に

よる統計報告が行われた．この制度の詳細に関しては下記文献を参照： 山口秋義（2003）「Б

票について」『ロシア国家統計制度の成立』，梓出版社，pp．141－145． 
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「1923/1924年国民経済バランスの概要」 
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の結果は公表されていない）7といった一連の大規模な統計調査が実施された． 

大祖国戦争期に，戦時下という条件の下で喫緊の課題を解決するために，ソ連

にいかなる資源が現存するかを明らかにし，それらを動員することを可能にしたの

が統計であった．最も重要な意義を持っていたのは，物資に関する臨時センサス，

人口・労働力の規模と構成に関する調査と推計であり，また軍事戦略面で最も重要

な企業や経済部門の活動に関して機動的な統計を組織化することであった． 

大祖国戦争期とそれに続く 1946－1947 年に，中央統計局によって実施された

臨時センサスの回数は合計で 142回にも及ぶ． 

戦後初期の統計は，戦中期に特有の基本的な特徴を備えていた．戦争の終結

から 1947年まで，機械や資材に関する臨時センサスが 37回にわたり実施され，年

齢・性別・職業・賃金別の労働者・職員に関する一時調査が行われた．毎年の家畜

センサスが再開され，多年生植物に関するセンサスが行われた． 

戦後最初の全ソ的な人口センサスが 1959年 1月に実施された． 

国民経済会議（ソブナルホーズ）の創設や社会分野への注目の強まりから，鉱

工業部門の新方式による分業と特化に関して一連の調査が行われた（1958年）．ま

た，生産工程の機械化と自動化，設備の近代化，工業部門への新しい技術プロセ

スの導入と改善に関する調査（1958－1961 年），供給体制の分業化による地区間・

地域内の生産連関（1960 年），包装商品の取引や販売員のいない商店の業務に

関する標本調査（1958－1962 年，1967 年），セルフ・サービス方式による食堂業務

の標本調査（1958，1959 年），クレジットでの商品販売に関する標本調査（1960 年），

無機肥料の使用とその収穫量の増加に対する効果に関してのコルホーズ・ソフホ

ーズの標本調査（1964年，1965年）が行われた． 

                                                   

7 ［訳注］ 本書の刊行後の 2007年に，1937年人口センサスの結果が刊行されている．その一部

は，デモスコープ（Демоскоп Weekly）のウェブサイトで閲覧出来る（アクセス日： 2015 年 4

月 6日）： http://demoscope.ru/weekly/2009/0373/biblio05.php. 

イヴァン・ドミートリエヴィチ・ヴェレメンチェフ： 

ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局局長（1937年）． 

http://demoscope.ru/weekly/2009/0373/biblio05.php
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1920年代末から 1930年代初頭にかけて，国民経済バランスの作成が再開され

た．この作成作業の成果は，1928年，1929年，1930年の国民経済バランス資料集

として，A・I・ペトロフの監修のもとで編纂され，刊行された．1930 年代半ばには，住

民貨幣収支バランスの作成の手順がまとめられ，実際に作成作業が開始された．ま

た，1930 年代末には社会的生産物と国民所得の（［訳注］： 生産・消費・蓄積にお

ける）分配・再分配のバランス（いわゆる財務バランス）が作成された． 

1950 年代半ば以降，ソ連全体と構成共和国別の国民経済バランス作成が一層

活発に行われるようになった．そのなかでもとりわけ広く普及したのは，生産物の生

産・配分に関する部門間バランス（119－120 の産業部門）であり，1959 年以降には

事実上 5年に 1度の頻度で作成されるようになった． 

1972年以降には，より簡略なものではあったが部門間バランス（18部門）が毎年

作成されるようになった． 

1950 年代に，『国民経済計画遂行の結果に関するソ連中央統計局の発表』，

『ソ連国民経済統計年鑑』，産業部門別や地域ごとの統計集といった統計資料の

出版が再開された． 

1920－1930 年代の統計学は，ロシア統計学の伝統を継承し，統計学の理論を

大きく発展させた．様々な学派や思潮によって新しい科学概念が生み出されていっ

た．主導的立場にあったのは，中央統計局付属方法論会議，実験統計・統計方法

論研究所，ウクライナ科学アカデミー・人口学研究所といった統計的・数理的手法

イヴァン・ヴァシーリエヴィチ・サウチン： 

ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局局長（1938―1940年）． 

ヴラディーミル・ニコラエヴィチ・スタロフスキー： ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計

算局局長（1940－1948年）．ソ連中央統計局局長（1948－1975年）． 

経済学者・統計学者．ソ連科学アカデミー通信会員（1958年）．1919年以降，統計学や国

民経済計算の分野で活躍した．1939－1940 年，ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計

算局副局長．主に，統計学の一般理論，人口統計，数理統計，政治経済学を研究した． 
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の支持者（賛同者）やロシアの数理統計学派である．また，動学理論や予測理論の

分野においてもっとも独自性の強い研究成果が得られた． 

ニコライ・ドミートリエヴィチ・コンドラチエフは景気循環論を発展させ，アルベル

ト・リヴォヴィチ・ヴァインシュテインは経済予測と産業連関分析の研究に取り組んだ． 

多くの研究者グループが成長指数や価格指数の構築の問題に取り組み成果を

上げた．アレクサンドル・アレクサンドロヴィチ・コニュース，ミハイル・ヴァシーリエヴィ

チ・イグナチエフ，セルゲイ・パーヴロヴィチ・ボブロフなどである．また，ニコライ・セ

ルゲーヴィチ・チェトヴェリコフ（1885－1973 年）はロシアではじめてインデックス法

に関して論文を発表した．一方で，ソビエト統計学においてインデックス法に関する

最初の書籍となったのは，セルゲイ・パヴロヴィチ・ボブロフ（1889－1979 年）による

『国会計画委員会のインデックス』（モスクワ，1925 年）であった．この著書には次の

3 つの基本的問題が設けられている．すなわち，インデックスの平均値の選択，ウェ

イトの問題，基準年との比較の問題である． 

スタニスラフ・グスターヴォヴィチ・ストルミリン（1877－1974 年）とヴラディーミル・

ニーコノヴィチ・スタロフスキー（1905－1975 年）は，平均値よりも集計値に重きを置

いた．ナジェージダ・マトヴェエーヴナ・ヴィノグラードヴァは，その著書『インデックス

理論』（レニングラード，1930 年：手稿として出版された）において，インデックスの分

析概念を発展させた．実際の指数の計算とその科学的な根拠づけに大きな貢献を

もたらしたのはミハイル・ヴァシーリエヴィチ・イグナチエフ（1894－1959 年）であった．

イグナチエフは，ソ連及びその他諸国の商品一般に関する物価指数を算定し，そ

レフ・マルコーヴィチ・ヴォロダルスキー： ソ連中央統計局局長（1975－1985年）． 

1938－1940 年にレニングラード州計画委員会副委員長，1940－1942 年にレニングラー

ド市及びレニングラード州に関するソ連国家計画委員会全権代表，1942－1948 年にソ連国

家計画委員会総務部部長，1948－1955 年に工業統計部部長，1956－1967 年にソ連中央

統計局副局長，1967－1975年にソ連中央統計局第一副局長となる．1953－1955年に統計

出版社（ゴスストイズダート）の編集責任者となる．ソ連中央統計局での業務と同時に，研究

と教育にも従事した．1962 年に経済学博士，1964 年に教授資格を得る．統計学，経済学，

計画論の分野において研究成果を発表し，国連統計委員会やその他国際機関の活動にも

積極的に参加した．また 10 年間にわたり，経済相互援助会議（コメコン）統計常任委員会議

長を務めた． 



   49    

の比較を初めて試みている． 

収穫量に関する統計資料の作成は，実際的な必要に迫られてのものであった．

この課題に取り組んだのは，ヴラディーミル・ミハイロヴィチ・オブホフ，ボリス・セル

ゲーヴィチ・ヤストレムスキー，N・M・セミョーノフらの学者グループであった．ニコラ

イ・セルゲーヴィチ・チェトヴェリコフは穀物価格と収穫量との関係を研究し（1924

年），ある年の収穫量が隣接する年の収穫量と連動すること（［訳注］： 自己相関が

あること）を示す景気の波もしくは「循環」の存在を明らかにした．チェトヴェリコフは

まさにこのことにより自己相関の問題が持つ実践的な意義を明らかにしたのである．

エヴゲニー・エヴゲニエヴィチ・スルツキー（1880－1948 年）は，互いに相関関係を

有する時系列データ上で生じる擬似周期的な循環を発見した．このことによって，

時系列データ間の相関係数に誤りを見つけ出すことが可能となった．さらにスルツ

キーは均衡理論と確率過程の研究に取り組んだ． 

時系列分析もソ連において大きく注目された研究分野であった．ボリス・セルゲ

ーヴィチ・ヤストレムスキー（1877－1962 年）は，時系列データの定常性と変動に関

する研究を行った．ヤストレフスキーは，ヴィルヘルム・レキシス（［訳注］： ドイツの

経済学者・統計学者，1837－1914年）の統計事象の安定性に関する研究を批判的

に検討し，「数理統計研究における静学と動学」（『統計通報』，1923 年，第 7 号－

第 11 号）と題する論文を執筆している．このことを手始めとして，時系列分析に関し

て一貫性をもった理論体系を構築することが可能となった．ヤストレムスキーは，変

数の相関関係，統計データの相対的安定性がデータ数に依存すること，大数の法

則，頻度と確率の概念上の関係，平均と分布の評価といった問題に関して研究を

行った． 

A・G・コヴァレフスキーはその著書『標本調査法の基礎理論』において，理論的

に根拠がある標本抽出法の実践的な意義を示した．そこでは，層化抽出法に関心

が向けられている．標本抽出の基礎理論は，チェトヴェリコフの論文「標本調査に関

して（方法論の理論的特徴づけの試み）」（『統計通報』，1919 年，第 8 号－第 12

号）において示されている． 

ヴァレンチン・イヴァーノヴィチ・ホチムスキーは，その著書『最小二乗法による時
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系列データの線形化（チェビシェフの手法）』において統計学の基本問題を検討し

た．この研究成果は放射線を用いて時系列データの外挿を行うことを可能にし，そ

のための特別な計算用行列表も添付されたものである． 

1925年に刊行されたアレクサンドル・アレクサンドロヴィチ・チュプロフによる晩年

の著作『数理統計学の基本的課題』と『相関の基礎理論』は，相関分析を普及させ，

相関関係の特異性を明らかにし，相関関係と因果関係の無矛盾性を明らかにした．

様々な（関数的，確率的）分析方法の弁証法や，測定誤差によって関数関係が確

率的関係に変化する可能性が明らかにされた． 

農民の経済格差，すなわち家計分類を分析するための統計的方法論に対して

も関心が向けられている．アンナ・イヴァーノヴナ・フリャーシェヴァの論文「農民の

階層化を検討するための大量統計資料の分類原則の問題について」（『統計通報』，

1925 年，第 1 号－第 3 号）では，分類の際に細分化の方針を一貫させることと，い

くつかの類型の家計を合算することとが提案された．農家は，いくつかの家計特性

の組み合わせに基づいて分類される．その特性とは，活動内容（耕作，非耕作），

搾取的経営の有無（雇用労働者の規模，農業機械・用具・家畜の貸し出し，商工業

施設の有無，借地の有無）である．ヴァシーリー・セルゲーヴィチ・ネムチーノフは，

自身の論文「農村における階級分化の統計的研究」（1926 年），「農家の社会経済

的分類に関して」（1927 年），「農家の階級分類の試み」（1928 年）において，農家

を分類する際に生じる問題に関して詳細な分析を行った8． 

ミハイル・ヴァシーリエヴィチ・プトゥーハ（1884－1964 年）とユーリー・アフクセン

チエヴィチ・コルチャーク＝チュプロフスキー（1896－1967 年）は，人口統計の問題，

特にロシアの死亡率に関する表の作成法の問題，婚姻率・離婚率・出生率・女性 1

人当たりの出産率に関する統計表の作成法の開発研究に取り組み，成果を上げた． 

保健衛生統計の発展は，ピョートル・イヴァーノヴィチ・クルキンに多くを負ってい

る．クルキンは，住民の疾病統計を整備し，死亡と病気の原因の分類を行った．ス

                                                   

8 ［訳注］ この時期のネムチーノフの主要な研究として，「農村の階級分化」『1924－1925 年のウ

ラルの経済』（1926 年，スヴェルドロフスク： ウラル州統計局），「農民の階級分類の試み」『統

計通報』（1928年，第 1号）がある． 
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タニスラフ・グスターヴォヴィチ・ストルミリンは，出産数の減少と生産年齢人口の減

少を算定し，1921－1941 年のロシアの年齢性別人口構成の予測を行ったが，その

予測の大部分は正しかったことが確認されている． 

犯罪に関する詳細な分析は，ミハイル・ニコラエヴィチ・ゲルネットが著書『道徳

統計』（1922 年）において行っている．アレクサンドル・ヴァシリエヴィチ・チャヤーノ

フ（1888－1937 年）は家計統計を作成した．チャヤーノフは，「簿記統計」と呼ばれ

る複式簿記によって農家の経営効率を評価した．チャヤーノフは『家計調査： 歴史

と方法』（1929 年）をはじめとする著作において，課税の問題と方法，標本の代表性，

家計調査の歴史を考察した． 

工業統計に関しては，調査単位の規定，工業センサス，産業部門の分類問題

について研究が行われている．これらの研究課題の解決に大きく貢献したのが，マ

リア・ナターノブナ・スミス（［訳注］： スミス＝フォークナー），ベルンガルド・ボリーソ

ヴィチ・カフェンガウス，ドミートリ―・ヴァシーリエヴィチ・サヴィンスキー，スタニスラ

フ・グスターヴォヴィチ・ストルミリン，ヴァシーリー・エゴーロヴィチ・ヴァルザールで

あった．工業生産物の総量と工業生産額の総合指標の構築法が開発され，工業部

門における労働生産性の計測法が改善された． 

1930 年代においては，アーロン・ヤコヴレヴィチ・ボヤルスキー，ヴラディーミル・

ニーコノヴィチ・スタロフスキー，ヴァレンチン・イヴァーノヴィチ・ホチムスキー，ボリ

ス・セルゲーヴィチ・ヤストレムスキーらの研究において，統計の確率的性質が証明

され，数理統計学の手法を用いることの必要性が強調された． 

1957 年，1968 年，1977 年には，ソ連中央統計局の主催により全ソ統計家大会

が開催された． 

1956 年に，経済相互援助会議（コメコン）の枠内において，加盟国の経済発展

に関する主要な価額指標の国際比較が行われるようになった（1959 年，1966 年，

1973年，1978年，1983年）． 

1932年には，ソ連国家計画委員会付属中央国民経済計算局の付属組織として，

統計データを機械的に処理する最初の機関が創設された．企業組織の統計報告

が集中的に処理されるようになった．この機関はソ連全土において人口センサスを
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実施するべく，1958年に中央機械計算ステーションに改組された． 

1967 年に，ソ連中央統計局計算センターが設立され，1994 年以降にはロシア

連邦国家統計委員会計算センターとなり，現在もロシア連邦内での情報計算処理

の業務を行っている． 

1963年には計算センター・経済情報システム立案研究所（ソ連中央統計局付属

科学研究所）が設置され，現在ではロシア連邦国家統計委員会付属統計経済研

究所として活動を行っている9． 

1971 年には，ソビエト中央統計局付属全ソ計算機械化・計算設計技術研究所

が設置され，現在のロシア国家統計委員会付属統計情報システム科学研究・設計

技術所（［訳注］： 現在は，ロシア連邦国家統計局付属統計情報システム科学研究

所）となっている． 

 

各時代のロシアの共和国レベルの国家統計機関の長は以下のとおりである． 

1926－1931年 セミョーン・パーフヌチエヴィチ・セレダー 

1932－1936年 ニコライ・イヴァーノヴィチ・ソロヴィヨフ 

1936－1937年 モイセイ・マールコヴィチ・ムードリク 

1937年  アナトリー・リヴォーヴィチ・クラエヴィチ 

1937－1940年 フョードル・ニキーティチ・フィリッポフ 

1940－1947年 フョードル・イヴァノヴィチ・クチャニン 

1947－1950年 アレクサンドル・ミハイロヴィチ・スハレフ 

1950－1970年 ボリース・ティモフェーヴィチ・コルパコフ 

1970－1985年 アレクサンドル・パーヴロヴィチ・ドリューチン 

1985－1993年 パーヴェル・フョードロヴィチ・グジヴィン 

 

 

                                                   

9 ［訳注］ ロシア連邦国家統計員会がロシア連邦国家統計局へ改組され，研究所も国家統計局

付属統計研究所へと改称された． 
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ミハイル・アントーノヴィチ・カラリョフ： 

ソ連中央統計局局長（1985－1987年）．ソ連国家統計委員会議長（1987－1989年）． 

ヴァディム・ニキートヴィチ・キリチェンコ： 

ソ連国家統計委員会議長（1989－1992年）． 
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第 6章 現代ロシアの国家統計制度 

―市場経済への移行期― 

1990 年代初頭はソ連が消滅し，その領域に独立国家が成立した時期に当たる．

以来，ロシア連邦国家統計委員会（ゴスコムスタット）は，ソ連領域内で蓄積されたソ

ビエト統計の方法論及びその実務面での経験を継承することとなった． 

現在，ロシアの国家統計機関に勤務する人々の数は 5万人以上にのぼる．その

うち中央機関で働く人々の比率は 1.7％，地方の地域機関の比率は 94％，計算セ

ンターは 3.4％，科学研究所や計画機関は 0.9％となっている． 

ロシア連邦国家統計委員会は，ロシアにおける統計に関して指導を行う連邦レ

ベルの執行行政機関である．その構成には，共和国・地方・州・自治管区・自治州

から成る 88の地域レベル1の統計員会，計算センター，統計情報システム科学研究

所，統計経済研究所，教育機関（会計及び統計分野の指導的な役割を担う優秀な

労働者・専門家を育成するための部門をまたいだ教育研究機関，14の単科大学及

び技術専門学校，58の教育センター）が含まれる． 

1932年以降，モスクワ大学経済学・統計・情報学部（1996年以降は，モスクワ経

済統計研究所）において国家統計機関や経済部門のための専門家養成が行われ

ている．この種の専門家の養成は，8 つの地方教育機関においても行われている

（サンクト・ペテルブルク経済金融大学，ロストフ国立経済大学，ノヴォシビルスク国

立経済経営大学など）． 

ロシア連邦国家統計委員会は，経済改革と密接に結びついた統計業務を実行

する主体としてだけではなく，その方法論を構築する主体としても中心的役割を担

                                                   

1 ［訳注］ 2008 年までに地域行政の統合が行われ，2014 年初時点の連邦構成主体数は 83 で

あった．2014 年 3 月 18 日に「クリミア自治共和国とセヴァストポリ特別市のロシア連邦加盟に

関する条約」が調印され，セヴァストポリ連邦市とクリミア共和国が 84 番目及び 85 番目の連邦

構成主体として編入された． 
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ってきた． 

これは，ロシア連邦が市場経済の発展に応じて国際的に採用された会計・統計

システムへと移行する必要に迫られてのことであった．そして，この方針は 1993年 2

月 12 日付け第 121 号の政府決定により承認された，当該のプログラムにおいて規

定された2． 

プログラムに従って，既存の統計指標体系が大きく改訂され，国民経済計算体

系（SNA）が構築されるとともに，国内総生産（GDP）の国際比較が開始された．ま

た，価格，金融，人口，労働，貿易に関する統計や関税統計，財政統計，銀行統

計が国際基準に対応するものとなった．さらに，国家統計への法人や独立組織の

登録や，技術的・経済的・社会的な情報の分類とコーディングの統一システムの基

礎が構築された． 

1995年 11月に開催された全ロシア統計家大会においては，ロシア連邦国家統

計委員会のユーリー・アレクセーヴィチ・ユルコフ議長がロシアの国家統計制度の

改革の原則と方針について述べた． 

最初期の段階におけるロシアの統計制度改革は優先順位に従い進められ，旧

システムに存在しなかった新しい要素が導入されていった．現在の統計制度の改

革は新しい段階に入っており，優先分野の枠内において統計業務をさらに発展さ

せ改善させていくとともに，市場経済に適応するように制度それ自体を変革させよう

としている． 

現在，政府諸機関の情報に対するニーズは十分に満たされているが，企業，学

術，または個人といったその他の種々の情報にはかなりの精緻化が必要とされてい

る．この精緻化のプロセスを進めていくためには，企業，市場，競争環境，地域の経

済状況といった多様性が最も大きいミクロレベルでの詳細な情報と，マクロ経済の

主要な統計とを統合させる必要がある． 

                                                   

2 ［訳注］ 1993年 2 月 12 日付けの「市場経済の発展の要求に応じて，国際的に用いられている

会計・統計システムへと移行するための国家プログラムの実施に関する措置について」の第

121号閣僚会議決定．同決定は，1993年 6月 20日，1995年 12月 31日，2001年 6月 7日

に改訂されている． 
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統計システムが市場経済にどれほど適応出来るかは，情報リソースのマーケティ

ング・サービスがいかに発展しているかに左右される．統計システムに対して要求さ

れる情報の「リスト」は消費者，つまり需要に従って作成されなければならない．統計

制度改革は，あらゆる量的・質的指標に関するニーズがどれほど満たされているか

を考慮し，内容や客観性からデザインに至るまで，消費者の要求に応じることを可

能にする． 

この際，改革を継続的に実施し，制度を発展させる条件をしっかりと整備するこ

とが必要となる．その際の条件は次の点に求められる： 

――伝統や地域・官庁間に存在する既存の相互関係に基づいて国家統計

制度を維持していくこと； 

――ロシアの社会経済状況を情報に反映させるうえでロシア連邦国家統計

委員会制度が持つ統合的機能を強化すること； 

――連邦・地域レベルの間で役割を再分担し，それに応じて地域の統計制

度の役割を強化すること； 

――統計情報の客観性と操作性を確保すること； 

――統計事業に関係する最新の技術・機械を導入し，ロシアの統計機関に

おいて快適な労働・生活環境を確保すること，である． 

改革の第一段階は，移行期の経済や市場経済の状況を複合的に評価するため

の統計指標の体系を構築することである．社会的・経済的発展を分析する基礎的

な指標体系，及び連邦・地域レベルでの複合的な統計体系を組み合わせたスキー

ム（概要）が 1995 年に作成された．このスキームの作成は以下の課題を解決するこ

とを目的としていた： 

――ロシア経済の機能的メカニズムを相互の関係性を踏まえて提示し，そこ

で生じている経済プロセスの基本的な方向性を見極めること； 

――自国及び世界の経験，国際経済機関による勧告を踏まえて，連邦・地

域の双方のレベルにおいて上記のような分析を行っていくために必要と

なる統計指標の体系を決定すること； 
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――現代的な統計情報の整備方法を取り入れること・国家報告の形式と指

標について再検証を行っている統計組織に対し，しかるべき長期的指

針を与えること・経済分析それ自体の内容に基づいて統計の方法論を

発展させること，である． 

このスキームに基づき，新たな条件下で生じた経済問題の解決に統計学を用い

る体制が整えられることになる．義務的に行われてきた報告は広い範囲で標本調

査に置き換えられる．そうした制度改革は短期的視点のみならず長期的な観点から

定められていくこととなるのである． 

統計制度の転換の新たな段階では，以下のように統計指標の方法論において

いくつかの重要課題を解決することが求められる： 

――基礎データとして企業統計や官庁・銀行の統計を用い，金融フローの

動きを特徴づける国民経済計算体系の指標に関わる方法論を開発す

ること； 

――産業部門別の統計指標の作成方法を相互に連携させ，生産局面から

最終消費に至る全ての領域で，統計指標の解釈を一意的なものとして

統一的な利用が出来るようにすること； 

――法や経済の慣習を考慮し，指標の計算方法を改善すること，である． 

統計制度改革を体系的に実行するには，これまで基本的な方法として活用して

きた部門別の情報収集を取りやめ，企業統計へと転換することが必要となる．このよ

うな情報収集アプローチによって，経済学的・人口学的・社会的に複雑な特徴を有

する生産者に関し，労働市場，資本市場，財市場，サービス市場の機能を深くまた

相互に連関させるような方法で分析することが可能となる．このことは，投資資金の

流入額や投下先をより正確に評価したり，金融部門の安定・不安定要因を見いだ

すことにつながる．また，構造改革や移行プロセスの効率性を示すことや，生産活

動と環境の関係性を明らかにすることを可能とするのである． 

このことは，企業の情報提供に関わる負担を大きく軽減し，また情報の重複を解

消し，データ収集の手続きと組織を簡略化することにつながる．ここからさらに要求
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されるのが，まず企業の特殊性に応じ，情報の客観性を確保するべく，既存の情報

収集方法を調べなおすことである．この際，大規模・中規模のあらゆる所有形態の

企業は全数調査の対象となる方針が維持され，多項目・多頻度の情報提供が求め

られるが，小規模企業に関する情報は，標本調査によって収集されることになる． 

企業統計制度へ移行する際に設立される国家統計登録制度（ГОСТАР）は，

経営主体の特定化と会計を行うためのシステムの中心的な組織制度となり，標本調

査を実施するための基盤となる．また同制度は，統計調査単位レベルにおける「必

須」情報や経済指標のデータ・バンクとなる．制度構築の最初の段階では，最小限

の情報入力によって行政機関のニーズを満たすとともに，また商業上の需要にも応

えうる大量の統計データを収集することが，システム構築の際に追求される課題とな

る． 

データ収集のプロセスは，経営主体に関する行政情報を他省庁から得る方法も

含め，国際的に活用されているあらゆる方法論によって進められていくことになる． 

統計制度を体系的に改革していく際に，その基盤となる役割を果たすのは，統

計分類法である．企業統計への移行に伴い，会計単位の区分方法に関する規則

が明確に設定され，それらの分類法が作成されなければならない．それと同時に，

企業の主要な活動形態を特定する方法の根拠づけがなされなければならない．こ

れらの問題の解決は，国際的なコンセンサスが得られている統計基準を（ロシアに

おいて）構築することに関わっている．そして，この統計基準によって，統計情報の

準備・収集・加工・伝達・分析方法を規定することになる． 

統計制度の改革は，情報網に存在する多様な主体間の相互関係を分析できる

ように進めていかなければならない．それとともに，情報の流れを階層構造に従って

追跡できるようにする必要がある．これはつまり，財あるいはサービスの生産と消費

との相互関係や，対外貿易と対内取引との関係，専門家の雇用と育成との連関，あ

るいは固定資本の更新の条件やその更新の必要性を考慮した上での生産構造と

生産規模との関係などの分析が必要になる，ということである． 

ロシアの統計を改善していくその過程で解決が図られた問題群のうち，分類法

に関わって最も重要であったのは，様々な集計レベルに応じて，相互に似通った
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財・サービスの品目リストを構築することを制度化した点である．そうした財・サービ

スの分類を行った上で経済状況の分析や予測を行う事や，あるいは国際的な統計

コミュニティの規範に沿った解釈を可能とする経済情報データベースの作成につな

がり得るような系統立った分類方法の構築を行う事もそれに含まれる． 

こうした方向性に従って統計精度の改善を図っていけば，作り上げるべき統計

情報が実際上どれほど必要であるのかということを客観的に決定することが可能に

なる．それは計算機を用意したり，電子的データ編集システムあるいはパソコンレベ

ルでソフトウェアを利用して作業内容を構築したりするといった課題を解決するにあ

たって，第一の要件となるものなのである．そうすれば，統計制度を技術的に近代

化する際も直感的な方針に沿わないように出来るであろうし，計算機の導入自体を

目的にしてしまうような恐れも排除出来る．従って，制度の改革過程が本質的に，効

率的かつ有意義なものとなるであろう． 

進行過程にある改革の最も重要な点は，ロシアの統計システムを完成させる技

術的・技術工学的側面にあり，統計業務のあらゆる段階の組織と密接に関わってい

くことで実現されるだろう． 

ロシア連邦国家統計委員会は，国際連合統計部，また国際連合欧州経済委員

会，アジア太平洋経済社会委員会，国際連合教育科学文化機関，国際労働機関，

国際連合食糧農業機関といった組織の統計機関，そして国際通貨基金，世界銀

行，経済協力開発機構その他の国際機関とも積極的な協力関係を構築している． 

また，各国の統計機関との相互協力も 2 か国間の合意の枠内で行われている．

そのような合意を行った国には，イギリス，アメリカ合衆国（センサスビュローや農務

省），フランス，ドイツ，イタリア，スウェーデン，フィンランド，韓国がある． 

さらに独立国家共同体諸国の統計機関とは 2 か国間での協力関係が展開され

ており，ベラルーシ共和国の統計分析省3との間で協定の調印がなされた． 

ロシアの国家統計制度は改革の途上にあり，質的に新しい歴史的発展段階に

                                                   

3 ［訳注］ 現在の国家統計委員会．2008 年 8 月 26 日付け大統領令によって，「ベラルーシ共和

国統計分析省」が改組された（アクセス日：2015年 4月 7日）： 
http://belstat.gov.by/o-belstate/istoriya-belorusskoi-gosudarstvennoi-

statistiki/etapy/. 

http://belstat.gov.by/o-belstate/istoriya-belorusskoi-gosudarstvennoi-statistiki/etapy/
http://belstat.gov.by/o-belstate/istoriya-belorusskoi-gosudarstvennoi-statistiki/etapy/
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まで高めようとしている． 
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